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（２）通所リハビリテーション 

通所リハビリテーションの機能を明確化し、医療保険からの円滑な移行を促進するた

め、短時間の個別リハビリテーションの実施について重点的に評価を行うとともに、長

時間のリハビリテーションについて評価を適正化する。 

 

＜基本サービス費の見直し＞ 

（例）通常規模型通所リハビリテーション費 

（所要時間１時間以上２時間未満の場合） （所要時間１時間以上２時間未満の場合） 

    要介護１   270 単位／日         要介護１   270 単位／日 

要介護２   300 単位／日         要介護２   300 単位／日 

    要介護３   330 単位／日    ⇒    要介護３   330 単位／日 

    要介護４   360 単位／日         要介護４   360 単位／日 

    要介護５   390 単位／日         要介護５   390 単位／日 

 

（所要時間２時間以上３時間未満の場合） （所要時間２時間以上３時間未満の場合） 

                           要介護１   284 単位／日 

                       要介護２   340 単位／日 

   所要時間 3 時間以上 4 時間未満×0.7 ⇒  要介護３   397 単位／日 

                           要介護４   453 単位／日 

                           要介護５   509 単位／日 

 

（所要時間３時間以上４時間未満の場合） （所要時間３時間以上４時間未満の場合） 

    要介護１   386 単位／日         要介護１   386 単位／日 

要介護２   463 単位／日         要介護２   463 単位／日 

    要介護３   540 単位／日    ⇒    要介護３   540 単位／日 

    要介護４   617 単位／日         要介護４   617 単位／日 

    要介護５   694 単位／日         要介護５   694 単位／日 

 

（所要時間４時間以上６時間未満の場合） （所要時間４時間以上６時間未満の場合） 

    要介護１   515 単位／日         要介護１   502 単位／日 

要介護２   625 単位／日         要介護２   610 単位／日 

    要介護３   735 単位／日    ⇒    要介護３   717 単位／日 

    要介護４   845 単位／日         要介護４   824 単位／日 

    要介護５   955 単位／日         要介護５   931 単位／日 

 

（所要時間 6 時間以上８時間未満の場合） （所要時間６時間以上８時間未満の場合） 

要介護１   688 単位／日         要介護１   671 単位／日 

要介護２    842 単位／日         要介護２   821 単位／日 

    要介護３  9９5 単位／日    ⇒  要介護３   970 単位／日 

    要介護４  1,149 単位／日         要介護４  1,121 単位／日 

    要介護５  1,303 単位／日         要介護５  1,271 単位／日 
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① リハビリテーションの充実 

医療保険から介護保険の円滑な移行及び生活期におけるリハビリテーションを充実 

させる観点から、リハビリテーションマネジメント加算や個別リハビリテーション実 

施加算の算定要件等について見直しを行う。 

 

リハビリテーションマネジメント加算 ⇒  算定要件の見直し 
 

※算定要件（変更点のみ） 

 ・ 1 月につき、４回以上通所していること。 

 ・ 新たに利用する利用者について、利用開始後１月までの間に利用者の居宅を訪問し、居 

宅における利用者の日常生活の状況や家屋の環境を確認した上で、居宅での日常生活能 

力の維持・向上に資するリハビリテーション提供計画を策定すること。 

 

個別リハビリテーション実施加算    ⇒  算定要件の見直し（80 単位／回） 

※算定要件（変更点のみ） 

 ・ 所要時間１時間以上２時間未満の利用者について、１日に複数回算定できること。 

 

また、短期集中リハビリテーション実施加算に含まれていた、個別リハビリテーショ

ンの実施に係る評価を切り分ける見直しを行う。 

短期集中リハビリテーション実施加算 

退院・退所後又は認定日から起算して⇒退院・退所後又は認定日から起算して 

１月以内     280 単位／日   １月以内     120 単位／日 

   退院・退所後又は認定日から起算して ⇒退院・退所後又は認定日から起算して 

１月超３月以内  140 単位／日   １月超３月以内   60 単位／日 

 
（注）短期集中リハビリテーション実施加算は、1 週間につき 40 分以上の個別リハビリテー 

ション（退院後１月超の場合は、1 週間につき 20 分以上の個別リハビリテーション） 

を複数回実施した場合に算定する（変更なし）。 

 

（参考）個別リハビリテーション実施加算の算定回数について 

 1 週間に複数回、個別リハビリを実施する場合（短期集中リハビリテ

ーション実施加算を算定している場合に限る。） 

1 週間に複数回個別リハビリを実

施しない場合 

又は退院後３月～ 退院後～1 月 退院後 1 月～３月まで 

算定上限回数 

（1 日） 

算定上限回数 

（1 月） 

算定上限回数

（1 日） 

算定上限回数

（1 月） 

算定上限回数

（1 日） 

算定上限回数 

（1 月） 

1 時間～2 時間の 

通所リハビリ 

通所リハビリ

実施時間内 
―  

通所リハビリ

実施時間内 
― 

通所リハビリ

実施時間内 
13 回 

2 時間以上の 

通所リハビリ 
２回 ― １回 ― 1 回 13 回 
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○ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成１１年９月１７日老企２５号 厚生省老人保健福祉局企画課長通知）
（変更点は下線部）

現 行 改 正 案

〔目次〕 〔目次〕

（略） （略）

第一（略） 第一 （略）

第二 総論 第二 総論

１・２ （略） １・２ （略）

３ 指定居宅サービスと指定介護予防サービス等の一体的運営等につ ３ 指定居宅サービスと指定介護予防サービス等の一体的運営等につ

いて いて

指定居宅サービス又は基準該当居宅サービスに該当する各事業を 指定居宅サービス又は基準該当居宅サービスに該当する各事業を

行う者が、指定介護予防サービス又は基準該当介護予防サービスに 行う者が、指定介護予防サービス又は基準該当介護予防サービスに

該当する各事業者の指定を併せて受け、かつ、指定居宅サービス又 該当する各事業者の指定を併せて受け、かつ、指定居宅サービス又

は基準該当居宅サービスの各事業と指定介護予防サービス又は基準 は基準該当居宅サービスの各事業と指定介護予防サービス又は基準

該当介護予防サービスの各事業とが同じ事業所で一体的に運営され 該当介護予防サービスの各事業とが同じ事業所で一体的に運営され

ている場合については、介護予防における各基準を満たすことによ ている場合については、介護予防における各基準を満たすことによ

って、基準を満たしているとみなすことができる等の取扱いを行う って、基準を満たしているとみなすことができる等の取扱いを行う

ことができることとされたが、その意義は次のとおりである。 ことができることとされたが、その意義は次のとおりである。

例えば、訪問介護においては、指定居宅サービスにおいても、指 例えば、訪問介護においては、指定居宅サービスにおいても、指

定介護予防サービスにおいても、訪問介護員等を常勤換算方法で二 定介護予防サービスにおいても、訪問介護員等を常勤換算方法で二

・五人以上配置しなければならないとされているが、同じ事業所で ・五人以上配置しなければならないとされているが、同じ事業所で

一体的に運営している場合には、合わせて常勤換算方法で五人以上 一体的に運営している場合には、合わせて常勤換算方法で五人以上

を置かなければならないという趣旨ではなく、常勤換算方法で二・ を置かなければならないという趣旨ではなく、常勤換算方法で二・

五人以上配置していることで、指定居宅サービスに該当する訪問介 五人以上配置していることで、指定居宅サービスに該当する訪問介

護も、指定介護予防サービスに該当する訪問介護も、双方の基準を 護も、指定介護予防サービスに該当する訪問介護も、双方の基準を

満たすこととするという趣旨である。また、通所介護において、例 満たすこととするという趣旨である。

えば、要介護の利用者が十六人、要支援の利用者が四人である場合、

それぞれが独立して基準を満たすためには、指定通所介護事業所に

あっては、生活相談員一人、看護職員一人、介護職員二人を配置す

ることが必要となり、指定介護予防通所介護事業所にあっては、生

活相談員一人、介護職員一人を配置することが必要となるが、一体

的に事業を行っている場合については、それぞれの事業所において、
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要介護の利用者と要支援の利用者とを合算し、利用者を二十人とし

た上で、生活相談員一人、看護職員一人、介護職員二人を配置する

ことによって、双方の基準を満たすこととするという趣旨である（機

能訓練指導員については、いずれかの職種の者が兼務することとし

た場合。）

設備、備品についても同様であり、例えば、定員三十人の指定通 設備、備品についても同様であり、例えば、定員三十人の指定通

所介護事業所においては、機能訓練室の広さは三十人×三㎡＝九十 所介護事業所においては、機能訓練室の広さは三十人×三㎡＝九十

㎡を確保する必要があるが、この三十人に介護予防通所介護事業所 ㎡を確保する必要があるが、この三十人に介護予防通所介護事業所

の利用者も含めて通算することにより、要介護者十五人、要支援者 の利用者も含めて通算することにより、要介護者十五人、要支援者

十五人であっても、あるいは要介護者二十人、要支援者十人の場合 十五人であっても、あるいは要介護者二十人、要支援者十人の場合

であっても、合計で九十㎡が確保されていれば、基準を満たすこと であっても、合計で九十㎡が確保されていれば、基準を満たすこと

とするという趣旨である。 とするという趣旨である。

要するに、人員についても、設備、備品についても、同一の事業 要するに、人員についても、設備、備品についても、同一の事業

所で一体的に運営する場合にあっては、例えば、従前から、指定居 所で一体的に運営する場合にあっては、例えば、従前から、指定居

宅サービス事業を行っている者が、従来通りの体制を確保していれ 宅サービス事業を行っている者が、従来通りの体制を確保していれ

ば、指定介護予防サービスの基準も同時に満たしていると見なすこ ば、指定介護予防サービスの基準も同時に満たしていると見なすこ

とができるという趣旨である。 とができるという趣旨である。

なお、居宅サービスと介護予防サービスを同一の拠点において運 なお、居宅サービスと介護予防サービスを同一の拠点において運

営されている場合であっても、完全に体制を分離して行われており 営されている場合であっても、完全に体制を分離して行われており

一体的に運営されているとは評価されない場合にあっては、人員に 一体的に運営されているとは評価されない場合にあっては、人員に

ついても設備、備品についてもそれぞれが独立して基準を満たす必 ついても設備、備品についてもそれぞれが独立して基準を満たす必

要があるので留意されたい。 要があるので留意されたい。

第三 介護サービス 第三 介護サービス

一 訪問介護 一 訪問介護

１ 人員に関する基準 １ 人員に関する基準

⑴ （略） ⑴ （略）

⑵ サービス提供責任者（居宅基準第五条第二項） ⑵ サービス提供責任者（居宅基準第五条第二項）

① 事業の規模に応じて一人以上の者をサービス提供責任者とし ① 利用者の数が四十人又はその端数を増すごとに一人以上の者

なければならないこととされたが、その具体的取扱は次のとお をサービス提供責任者としなければならないこととされたが、

りとする。なお、これについては、最小限必要な員数として定 その具体的取扱は次のとおりとする。なお、これについては、

められたものであり、業務の実態に応じて必要な員数を配置す 指定訪問介護事業所ごとに最小限必要な員数として定められた

るものとする。 ものであり、一人のサービス提供責任者が担当する利用者の数

の上限を定めたものではないことに留意するとともに、業務の

実態に応じて必要な員数を配置するものとする。

イ 管理者がサービス提供責任者を兼務することは差し支えな イ 管理者がサービス提供責任者を兼務することは差し支えな
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（新設） ⑵ 所要時間２時間以上３時間未満の場合

㈠ 要介護１ 284単位

㈡ 要介護２ 340単位

㈢ 要介護３ 397単位

㈣ 要介護４ 453単位

㈤ 要介護５ 509単位

⑵ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ⑶ 所要時間３時間以上４時間未満の場合

㈠ 要介護１ 386単位 ㈠ 要介護１ 386単位

㈡ 要介護２ 463単位 ㈡ 要介護２ 463単位

㈢ 要介護３ 540単位 ㈢ 要介護３ 540単位

㈣ 要介護４ 617単位 ㈣ 要介護４ 617単位

㈤ 要介護５ 694単位 ㈤ 要介護５ 694単位

⑶ 所要時間４時間以上６時間未満の場合 ⑷ 所要時間４時間以上６時間未満の場合

㈠ 要介護１ 515単位 ㈠ 要介護１ 502単位

㈡ 要介護２ 625単位 ㈡ 要介護２ 610単位

㈢ 要介護３ 735単位 ㈢ 要介護３ 717単位

㈣ 要介護４ 845単位 ㈣ 要介護４ 824単位

㈤ 要介護５ 955単位 ㈤ 要介護５ 931単位

⑷ 所要時間６時間以上８時間未満の場合 ⑸ 所要時間６時間以上８時間未満の場合

㈠ 要介護１ 688単位 ㈠ 要介護１ 671単位

㈡ 要介護２ 842単位 ㈡ 要介護２ 821単位

㈢ 要介護３ 995単位 ㈢ 要介護３ 970単位

㈣ 要介護４ 1,149単位 ㈣ 要介護４ 1,121単位

㈤ 要介護５ 1,303単位 ㈤ 要介護５ 1,271単位

ロ 大規模型通所リハビリテーション費(Ⅰ) ロ 大規模型通所リハビリテーション費(Ⅰ)

⑴ 所要時間１時間以上２時間未満の場合 ⑴ 所要時間１時間以上２時間未満の場合

㈠ 要介護１ 265単位 ㈠ 要介護１ 265単位

㈡ 要介護２ 295単位 ㈡ 要介護２ 295単位

㈢ 要介護３ 324単位 ㈢ 要介護３ 324単位

㈣ 要介護４ 354単位 ㈣ 要介護４ 354単位

㈤ 要介護５ 383単位 ㈤ 要介護５ 383単位

（新設） ⑵ 所要時間２時間以上３時間未満の場合

㈠ 要介護１ 278単位

㈡ 要介護２ 334単位

㈢ 要介護３ 390単位
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㈣ 要介護４ 445単位

㈤ 要介護５ 501単位

⑵ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ⑶ 所要時間３時間以上４時間未満の場合

㈠ 要介護１ 379単位 ㈠ 要介護１ 379単位

㈡ 要介護２ 455単位 ㈡ 要介護２ 455単位

㈢ 要介護３ 531単位 ㈢ 要介護３ 531単位

㈣ 要介護４ 606単位 ㈣ 要介護４ 606単位

㈤ 要介護５ 682単位 ㈤ 要介護５ 682単位

⑶ 所要時間４時間以上６時間未満の場合 ⑷ 所要時間４時間以上６時間未満の場合

㈠ 要介護１ 506単位 ㈠ 要介護１ 494単位

㈡ 要介護２ 614単位 ㈡ 要介護２ 599単位

㈢ 要介護３ 722単位 ㈢ 要介護３ 704単位

㈣ 要介護４ 830単位 ㈣ 要介護４ 810単位

㈤ 要介護５ 939単位 ㈤ 要介護５ 916単位

⑷ 所要時間６時間以上８時間未満の場合 ⑸ 所要時間６時間以上８時間未満の場合

㈠ 要介護１ 676単位 ㈠ 要介護１ 659単位

㈡ 要介護２ 827単位 ㈡ 要介護２ 807単位

㈢ 要介護３ 978単位 ㈢ 要介護３ 954単位

㈣ 要介護４ 1,129単位 ㈣ 要介護４ 1,101単位

㈤ 要介護５ 1,281単位 ㈤ 要介護５ 1,249単位

ハ 大規模型通所リハビリテーション費(Ⅱ) ハ 大規模型通所リハビリテーション費(Ⅱ)

⑴ 所要時間１時間以上２時間未満の場合 ⑴ 所要時間１時間以上２時間未満の場合

㈠ 要介護１ 258単位 ㈠ 要介護１ 258単位

㈡ 要介護２ 287単位 ㈡ 要介護２ 287単位

㈢ 要介護３ 315単位 ㈢ 要介護３ 315単位

㈣ 要介護４ 344単位 ㈣ 要介護４ 344単位

㈤ 要介護５ 373単位 ㈤ 要介護５ 373単位

（新設） ⑵ 所要時間２時間以上３時間未満の場合

㈠ 要介護１ 271単位

㈡ 要介護２ 326単位

㈢ 要介護３ 379単位

㈣ 要介護４ 434単位

㈤ 要介護５ 487単位

⑵ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ⑶ 所要時間３時間以上４時間未満の場合

㈠ 要介護１ 369単位 ㈠ 要介護１ 369単位
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㈡ 要介護２ 443単位 ㈡ 要介護２ 443単位

㈢ 要介護３ 516単位 ㈢ 要介護３ 516単位

㈣ 要介護４ 590単位 ㈣ 要介護４ 590単位

㈤ 要介護５ 664単位 ㈤ 要介護５ 664単位

⑶ 所要時間４時間以上６時間未満の場合 ⑷ 所要時間４時間以上６時間未満の場合

㈠ 要介護１ 492単位 ㈠ 要介護１ 480単位

㈡ 要介護２ 598単位 ㈡ 要介護２ 583単位

㈢ 要介護３ 703単位 ㈢ 要介護３ 686単位

㈣ 要介護４ 808単位 ㈣ 要介護４ 788単位

㈤ 要介護５ 914単位 ㈤ 要介護５ 891単位

⑷ 所要時間６時間以上８時間未満の場合 ⑸ 所要時間６時間以上８時間未満の場合

㈠ 要介護１ 658単位 ㈠ 要介護１ 642単位

㈡ 要介護２ 805単位 ㈡ 要介護２ 785単位

㈢ 要介護３ 952単位 ㈢ 要介護３ 929単位

㈣ 要介護４ 1,099単位 ㈣ 要介護４ 1,072単位

㈤ 要介護５ 1,247単位 ㈤ 要介護５ 1,216単位

注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし 注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所 て都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所

（指定居宅サービス基準第111条第１項に規定する指定通所リ （指定居宅サービス基準第111条第１項に規定する指定通所リ

ハビリテーション事業所をいう。以下同じ。）において、指定 ハビリテーション事業所をいう。以下同じ。）において、指定

通所リハビリテーション（指定居宅サービス基準第110条に規 通所リハビリテーション（指定居宅サービス基準第110条に規

定する指定通所リハビリテーションをいう。以下同じ。）を行 定する指定通所リハビリテーションをいう。以下同じ。）を行

った場合に、利用者の要介護状態区分に応じて、現に要した時 った場合に、利用者の要介護状態区分に応じて、現に要した時

間ではなく、通所リハビリテーション計画（指定居宅サービス 間ではなく、通所リハビリテーション計画（指定居宅サービス

基準第115条第１項に規定する通所リハビリテーション計画を 基準第115条第１項に規定する通所リハビリテーション計画を

いう。以下同じ。）に位置付けられた内容の指定通所リハビリ いう。以下同じ。）に位置付けられた内容の指定通所リハビリ

テーションを行うのに要する標準的な時間でそれぞれ所定単位 テーションを行うのに要する標準的な時間でそれぞれ所定単位

数を算定する。ただし、利用者の数又は医師、理学療法士、作 数を算定する。ただし、利用者の数又は医師、理学療法士、作

業療法士、言語聴覚士、看護職員若しくは介護職員（以下この 業療法士、言語聴覚士、看護職員若しくは介護職員（以下この

号において「理学療法士等」という。）の員数が別に厚生労働 号において「医師等」という。）の員数が別に厚生労働大臣が

大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定め 定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるとこ

るところにより算定する。 ろにより算定する。

２ イ⑴、ロ⑴及びハ⑴については、当該指定通所リハビリテー （削除）

ション事業所において個別リハビリテーションを20分以上実施

した場合に限り所定単位数を算定する。
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３ イ⑴、ロ⑴及びハ⑴について、医師又は理学療法士が個別リ （削除）

ハビリテーションの実施前に指示を行い、かつ、当該個別リハ

ビリテーションの実施後に当該療法に係る報告を受ける場合で

あって、別に厚生労働大臣が定める者が個別リハビリテーショ

ンを行うときは、所定単位数の100分の50に相当する単位数を

算定する。

４ イ⑴、ロ⑴及びハ⑴について、指定居宅サービス基準第111 ２ イ⑴、ロ⑴及びハ⑴について、指定居宅サービス基準第111

条に規定する配置基準を超えて、専従する常勤の理学療法士、 条に規定する配置基準を超えて、理学療法士、作業療法士又は

作業療法士又は言語聴覚士を２名以上配置している事業所につ 言語聴覚士（以下この号において「理学療法士等」という。）

いては、１日につき30単位を所定単位数に加算する。 を専従かつ常勤で２名以上配置している事業所については、１

日につき30単位を所定単位数に加算する。

５ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して、 （削除）

所要時間２時間以上３時間未満の指定通所リハビリテーション

を行う場合は、イ⑵、ロ⑵又はハ⑵の所定単位数の100分の70

に相当する単位数を算定する。

６ 日常生活上の世話を行った後に引き続き所要時間６時間以上 ３ 日常生活上の世話を行った後に引き続き所要時間６時間以上

８時間未満の指定通所リハビリテーションを行った場合又は所 ８時間未満の指定通所リハビリテーションを行った場合又は所

要時間６時間以上８時間未満の指定通所リハビリテーションを 要時間６時間以上８時間未満の指定通所リハビリテーションを

行った後に引き続き日常生活上の世話を行った場合であって、 行った後に引き続き日常生活上の世話を行った場合であって、

当該指定通所リハビリテーションの所要時間と当該指定通所リ 当該指定通所リハビリテーションの所要時間と当該指定通所リ

ハビリテーションの前後に行った日常生活上の世話の所要時間 ハビリテーションの前後に行った日常生活上の世話の所要時間

を通算した時間（以下この注において「算定対象時間」という。） を通算した時間（以下この注において「算定対象時間」という。）

が８時間以上となるときは、算定対象時間が８時間以上９時間 が8時間以上となるときは、算定対象時間が８時間以上９時間

未満の場合は50単位を、９時間以上10時間未満の場合は100単 未満の場合は50単位を、９時間以上10時間未満の場合は100単

位を所定単位数に加算する。 位を所定単位数に加算する。

７ 指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士等が、別に ４ 指定通所リハビリテーション事業所の医師等が、別に厚生労

厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、通 働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、通常の事

常の事業の実施地域（指定居宅サービス基準第117条第６号に 業の実施地域（指定居宅サービス基準第117条第６号に規定す

規定する通常の事業の実施地域をいう。）を越えて、指定通所 る通常の事業の実施地域をいう。）を越えて、指定通所リハビ

リハビリテーションを行った場合は、１日につき所定単位数の リテーションを行った場合は、１日につき所定単位数の100分

100分の５に相当する単位数を所定単位数に加算する。 の５に相当する単位数を所定単位数に加算する。

８ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都 ５ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都

道府県知事に届け出て当該基準による入浴介助を行った場合は、 道府県知事に届け出て当該基準による入浴介助を行った場合は、

１日につき50単位を所定単位数に加算する。 １日につき50単位を所定単位数に加算する。

９ 指定通所リハビリテーション事業所が介護老人保健施設であ ６ 医師又は医師の指示を受けた理学療法士等が、利用者の居宅
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る場合であって、医師又は医師の指示を受けた理学療法士又は を訪問し、診察、運動機能検査、作業能力検査等を行い、通所

作業療法士が、利用者の居宅を訪問し、診察、運動機能検査、 リハビリテーション計画の作成及び見直しを行った場合は、１

作業能力検査等を行い、通所リハビリテーション計画の作成及 月に１回を限度として550単位を所定単位数に加算する。

び見直しを行った場合は、１月に１回を限度として550単位を

所定単位数に加算する。

10 次に掲げるいずれの基準にも適合する指定通所リハビリテー ７ 次に掲げるいずれの基準にも適合する指定通所リハビリテー

ション事業所について、リハビリテーションマネジメント加算 ション事業所について、リハビリテーションマネジメント加算

として、１月につき230単位を所定単位数に加算する。 として、１月につき230単位を所定単位数に加算する。

イ 医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種 イ 医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種

の者が共同して、利用者ごとのリハビリテーション実施計画 の者が共同して、利用者ごとのリハビリテーション実施計画

を作成していること。 を作成していること。

ロ 利用者ごとのリハビリテーション実施計画に従い医師又は ロ 利用者ごとのリハビリテーション実施計画に従い医師又は

医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士 医師の指示を受けた理学療法士等が指定通所リハビリテーシ

が指定通所リハビリテーションを行っているとともに、利用 ョンを行っているとともに、利用者の状態を定期的に記録し

者の状態を定期的に記録していること。 ていること。

ハ 利用者ごとのリハビリテーション実施計画の進捗状況を定 ハ 利用者ごとのリハビリテーション実施計画の進捗状況を定

期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直していること。 期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直していること。

ニ 指定通所リハビリテーション事業所の従業者が、指定居宅 ニ 指定通所リハビリテーション事業所の従業者が、指定居宅

介護支援事業者を通じて、指定訪問介護の事業その他の指定 介護支援事業者（法第46条第１項に規定する指定居宅介護支

居宅サービス事業に係る従業者に対し、リハビリテーション 援事業者をいう。）を通じて、指定訪問介護の事業その他の

の観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫等の情報を伝 指定居宅サービス事業に係る従業者に対し、リハビリテーシ

達していること。 ョンの観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫等の情報

を伝達していること。

（新設） ホ 医師又は医師の指示を受けた理学療法士等が、新規にリハ

ビリテーション実施計画を作成した利用者に対して、通所開

始日から起算して１月以内に当該利用者の居宅を訪問し、診

察、運動機能検査、作業能力検査等を行っていること。

11 利用者に対して、集中的に指定通所リハビリテーションを行 ８ 利用者に対して、医師又は医師の指示を受けた理学療法士等

った場合は、短期集中リハビリテーション実施加算として、次 が集中的な個別リハビリテーションを行った場合（以下「短期

に掲げる区分に応じ、１日につき次に掲げる単位数を所定単位 集中リハビリテーション」という。）は、短期集中リハビリテ

数に加算する。ただし、この場合において、注３を算定してい ーション実施加算として、次に掲げる区分に応じ、１日につき

る場合及びリハビリテーションマネジメント加算を算定してい 次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、この場合

ない場合は、算定しない。 において、リハビリテーションマネジメント加算を算定してい

イ 退院（所）日又は認定日から起算して１月以内の期間に行 ない場合は、算定しない。

われた場合 280単位 イ 退院（所）日又は認定日から起算して１月以内の期間に行
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ロ 退院（所）日又は認定日から起算して１月を超え３月以内 われた場合 120単位

の期間に行われた場合 140単位 ロ 退院（所）日又は認定日から起算して１月を超え３月以内

の期間に行われた場合 60単位

12 利用者に対して、退院（所）日又は認定日から起算して３月 ９ 利用者に対して、医師又は医師の指示を受けた理学療法士等

を超える期間に個別リハビリテーションを行った場合は、個別 が個別リハビリテーションを実施した場合は、個別リハビリテ

リハビリテーション実施加算として、１月に13回を限度として ーション実施加算として、80単位を所定単位数に加算する。た

１日につき80単位を所定単位数に加算する。ただし、この場合 だし、短期集中リハビリテーション実施加算を算定していない

において、イ⑴、ロ⑴若しくはハ⑴を算定している場合又はリ 場合は、１月に13回を限度とする。また、イ⑵から⑸まで、ロ

ハビリテーションマネジメント加算を算定していない場合は算 ⑵から⑸まで及びハ⑵から⑸までを算定している場合は１日に

定しない。 １回（当該利用者に対して短期集中リハビリテーション実施加

算を算定し、かつ、退院（所）日又は認定日から起算して１月

以内の場合は１日に２回）を限度として算定する。なお、当該

加算はリハビリテーションマネジメント加算を算定していない

場合は算定しない。

13 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし 10 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所 て都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所

において、認知症（法第８条第16項に規定する認知症をいう。 において、認知症（法第５条の２に規定する認知症をいう。以

以下同じ。）であると医師が判断した者であって、リハビリテ 下同じ。）であると医師が判断した者であって、リハビリテー

ーションによって生活機能の改善が見込まれると判断されたも ションによって生活機能の改善が見込まれると判断されたもの

のに対して、医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療 に対して、医師又は医師の指示を受けた理学療法士等がその退

法士若しくは言語聴覚士がその退院（所）日又は通所開始日か 院（所）日又は通所開始日から起算して３月以内の期間に集中

ら起算して３月以内の期間に集中的なリハビリテーションを個 的なリハビリテーションを個別に行った場合は、認知症短期集

別に行った場合は、認知症短期集中リハビリテーション実施加 中リハビリテーション実施加算として、１週に２日を限度とし

算として、１週に２日を限度として１日につき240単位を所定 て１日につき240単位を所定単位数に加算する。ただし、この

単位数に加算する。ただし、この場合において、リハビリテー 場合において、リハビリテーションマネジメント加算を算定し

ションマネジメント加算を算定していない場合は算定しない。 ていない場合は算定しない。

14 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都 11 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都

道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所にお 道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所にお

いて、若年性認知症利用者に対して指定通所リハビリテーショ いて、若年性認知症利用者に対して指定通所リハビリテーショ

ンを行った場合には、若年性認知症利用者受入加算として、１ ンを行った場合には、若年性認知症利用者受入加算として、１

日につき60単位を所定単位数に加算する。 日につき60単位を所定単位数に加算する。

15 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府 12 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府

県知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれの 県知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれの

ある利用者に対し、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的と ある利用者に対し、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的と

して、個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、 して、個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、
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利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの 利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの

（以下この注において「栄養改善サービス」という。）を行っ （以下この注において「栄養改善サービス」という。）を行っ

た場合は、栄養改善加算として、３月以内の期間に限り1月に た場合は、栄養改善加算として、３月以内の期間に限り１月に

２回を限度として１回につき150単位を所定単位数に加算する。 ２回を限度として１回につき150単位を所定単位数に加算する。

ただし、栄養改善サービスの開始から３月ごとの利用者の栄養 ただし、栄養改善サービスの開始から３月ごとの利用者の栄養

状態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービス 状態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービス

を引き続き行うことが必要と認められる利用者については、引 を引き続き行うことが必要と認められる利用者については、引

き続き算定することができる。 き続き算定することができる。

イ 管理栄養士を１名以上配置していること。 イ 管理栄養士を１名以上配置していること。

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、医師、管理栄養 ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、医師、管理栄養

士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、介護 士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、介護

職員その他の職種の者が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下 職員その他の職種の者が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下

機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成しているこ 機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成しているこ

と。 と。

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善 ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善

サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的 サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的

に記録していること。 に記録していること。

ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価する ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価する

こと。 こと。

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定通所リ ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定通所リ

ハビリテーション事業所であること。 ハビリテーション事業所であること。

16 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府 13 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府

県知事に届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそのお 県知事に届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそのお

それのある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目 それのある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目

的として、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又 的として、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又

は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、 は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、

利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの 利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの

（以下この注において「口腔機能向上サービス」という。）を （以下この注において「口腔機能向上サービス」という。）を

行った場合は、口腔機能向上加算として、３月以内の期間に限 行った場合は、口腔機能向上加算として、３月以内の期間に限

り１月に２回を限度として１回につき150単位を所定単位数に り１月に２回を限度として１回につき150単位を所定単位数に

加算する。ただし、口腔機能向上サービスの開始から３月ごと 加算する。ただし、口腔機能向上サービスの開始から３月ごと

の利用者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が向上せず、口腔 の利用者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が向上せず、口腔

機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用 機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用

者については、引き続き算定することができる。 者については、引き続き算定することができる。

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置して イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置して
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いること。 いること。

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、医師、歯科医師、 ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、医師、歯科医師、

言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員その他の職種 言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員その他の職種

の者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を の者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を

作成していること。 作成していること。

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い医師、医師 ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い医師、医師

若しくは歯科医師の指示を受けた言語聴覚士若しくは看護職 若しくは歯科医師の指示を受けた言語聴覚士若しくは看護職

員又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が口腔機能向上サ 員又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が口腔機能向上サ

ービスを行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に ービスを行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に

記録していること。 記録していること。

ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期 ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期

的に評価すること。 的に評価すること。

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合する指定通所リハビ ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合する指定通所リハビ

リテーション事業所であること。 リテーション事業所であること。

17 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定 14 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定

施設入居者生活介護又は小規模多機能型居宅介護、認知症対応 施設入居者生活介護又は小規模多機能型居宅介護、認知症対応

型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護若しくは 型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を受けている間は、 着型介護老人福祉施設入所者生活介護若しくは複合型サービス

通所リハビリテーション費は、算定しない。 を受けている間は、通所リハビリテーション費は、算定しない。

（新設） 15 別に厚生労働大臣が定める状態にある利用者（要介護状態区

分が要介護４又は要介護５である者に限る。）に対して、計画

的な医学的管理のもと、指定通所リハビリテーションを行った

場合に、重度療養管理加算として１日につき100単位を所定単

位数に加算する。ただし、イ⑴、ロ⑴及びハ⑴を算定している

場合は、算定しない。

※ 別に厚生労働大臣が定める状態の内容は次のとおり。

イ 常時頻回の喀痰吸引を実施している状態

ロ 呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態

ハ 中心静脈注射を実施している状態

ニ 人工腎臓を実施しており、かつ、重篤な合併症を有する状態

ホ 重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実

施している状態

ヘ 膀胱または直腸の機能障害の程度が身体障害者福祉法施行規

則（昭和二十五年厚生省令第十五号）別表第五号に掲げる身体
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障害者障害程度等級表の四級以上に該当し、かつ、ストーマの

処置を実施している状態

ト 経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態

チ 褥 瘡に対する治療を実施している状態

リ 気管切開が行われている状態

（新設） 16 指定通所リハビリテーション事業所と同一建物に居住する者

又は指定通所リハビリテーション事業所と同一建物から当該指

定通所リハビリテーション事業所に通う者に対し、指定通所リ

ハビリテーションを行った場合は、１日につき94単位を所定単

位数から減算する。ただし、傷病により一時的に送迎が必要で

あると認められる利用者その他やむを得ない事情により送迎が

必要であると認められる利用者に対して送迎を行った場合は、

この限りではない。

ニ サービス提供体制強化加算 ニ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道

府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所が、利用 府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所が、利用

者に対し、指定通所リハビリテーションを行った場合は、当該基 者に対し、指定通所リハビリテーションを行った場合は、当該基

準に掲げる区分に従い、１回につき次に掲げる所定単位数を加算 準に掲げる区分に従い、１回につき次に掲げる所定単位数を加算

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に

おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 12単位 ⑴ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 12単位

⑵ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) ６単位 ⑵ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) ６単位

（新設） ホ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金

の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定

通所リハビリテーション事業所が、利用者に対し、指定通所リハ

ビリテーションを行った場合には、当該基準に掲げる区分に従い、

平成27年３月31日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加

算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合

においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） イからニまでにより算定した

単位数の1000分の17に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） ⑴により算定した単位数の100

分の90に相当する単位数
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⑶ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） ⑴により算定した単位数の100

分の80に相当する単位数

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

イ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

⑴ 介護職員の賃金（退職手当を除く。）の改善（以下「賃金改

善」という。）に要する費用の見込額が、介護職員処遇改善加

算の算定見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、当該

計画に基づき適切な措置を講じていること。

⑵ 当該指定通所リハビリテーション事業所において、⑴の賃金

改善に関する計画並びに当該計画に係る実施期間及び実施方法

その他の介護職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員処遇

改善計画書を作成し、全ての介護職員に周知し、都道府県知事

に届け出ていること。

⑶ 介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施す

ること。

⑷ 当該指定通所リハビリテーション事業所において、事業年度

ごとに介護職員の処遇改善に関する実績を都道府県知事に報告

すること。

⑸ 算定日が属する月の前十二月間において、労働基準法（昭和

二十二年法律第四十九号）、労働者災害補償保険法（昭和二十

二年法律第五十号）、最低賃金法（昭和三十四年法律第百三十

七号）、労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）、雇用

保険法（昭和四十九年法律第百十六号）その他の労働に関する

法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと。

⑹ 当該指定通所リハビリテーション事業所において、労働保険

料（労働保険の保険料の徴収等に関する法律 （昭和四十四年法

律第八十四号）第十条第二項に規定する労働保険料をいう。）

の納付が適正に行われていること。

⑺ 次に掲げる基準のいずれかの基準に適合すること。

㈠ 次に掲げる要件の全てに適合すること。

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件

（介護職員の賃金に関するものを含む。）を定めているこ

と。
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ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員

に周知していること。

㈡ 次に掲げる要件の全てに適合すること。

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当

該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保しているこ

と。

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。

⑻ 平成二十年十月から⑵の届出の日の属する月の前月までに実

施した介護職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除

く。）及び当該介護職員の処遇改善に要した費用を全ての介護

職員に周知していること。

ロ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） イ⑴から⑹までに掲げる基準の

いずれにも適合し、かつ、イ⑺又は⑻に掲げる基準のいずれかに

適合すること。

ハ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） イ⑴から⑹までに掲げる基準の

いずれにも適合すること。

※ 区分支給限度基準額の算定対象外とする予定。

８ 短期入所生活介護費（１日につき） ８ 短期入所生活介護費（１日につき）

イ 短期入所生活介護費 イ 短期入所生活介護費

(１) 単独型短期入所生活介護費 (１) 単独型短期入所生活介護費

(一) 単独型短期入所生活介護費(Ⅰ) (一) 単独型短期入所生活介護費(Ⅰ)

ａ 要介護１ 655単位 ａ 要介護１ 645単位

ｂ 要介護２ 726単位 ｂ 要介護２ 715単位

ｃ 要介護３ 796単位 ｃ 要介護３ 787単位

ｄ 要介護４ 867単位 ｄ 要介護４ 857単位

ｅ 要介護５ 937単位 ｅ 要介護５ 926単位

(二) 単独型短期入所生活介護費(Ⅱ) (二) 単独型短期入所生活介護費(Ⅱ)

ａ 要介護１ 737単位 ａ 要介護１ 718単位

ｂ 要介護２ 808単位 ｂ 要介護２ 787単位

ｃ 要介護３ 878単位 ｃ 要介護３ 858単位

ｄ 要介護４ 949単位 ｄ 要介護４ 927単位

ｅ 要介護５ 1,019単位 ｅ 要介護５ 995単位

(２) 併設型短期入所生活介護費 (２) 併設型短期入所生活介護費

(一) 併設型短期入所生活介護費(Ⅰ) (一) 併設型短期入所生活介護費(Ⅰ)
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ａ 要介護１ 621単位 ａ 要介護１ 609単位

ｂ 要介護２ 692単位 ｂ 要介護２ 679単位

ｃ 要介護３ 762単位 ｃ 要介護３ 751単位

ｄ 要介護４ 833単位 ｄ 要介護４ 821単位

ｅ 要介護５ 903単位 ｅ 要介護５ 890単位

(二) 併設型短期入所生活介護費(Ⅱ) (二) 併設型短期入所生活介護費(Ⅱ)

ａ 要介護１ 703単位 ａ 要介護１ 682単位

ｂ 要介護２ 774単位 ｂ 要介護２ 751単位

ｃ 要介護３ 844単位 ｃ 要介護３ 822単位

ｄ 要介護４ 915単位 ｄ 要介護４ 891単位

ｅ 要介護５ 985単位 ｅ 要介護５ 959単位

ロ ユニット型短期入所生活介護費 ロ ユニット型短期入所生活介護費

(１) 単独型ユニット型短期入所生活介護費 (１) 単独型ユニット型短期入所生活介護費

(一) 単独型ユニット型短期入所生活介護費(Ⅰ) (一) 単独型ユニット型短期入所生活介護費(Ⅰ)

ａ 要介護１ 755単位 ａ 要介護１ 747単位

ｂ 要介護２ 826単位 ｂ 要介護２ 817単位

ｃ 要介護３ 896単位 ｃ 要介護３ 890単位

ｄ 要介護４ 967単位 ｄ 要介護４ 960単位

ｅ 要介護５ 1,027単位 ｅ 要介護５ 1,029単位

(二) 単独型ユニット型短期入所生活介護費(Ⅱ) (二) 単独型ユニット型短期入所生活介護費(Ⅱ)

ａ 要介護１ 755単位 ａ 要介護１ 747単位

ｂ 要介護２ 826単位 ｂ 要介護２ 817単位

ｃ 要介護３ 896単位 ｃ 要介護３ 890単位

ｄ 要介護４ 967単位 ｄ 要介護４ 960単位

ｅ 要介護５ 1,027単位 ｅ 要介護５ 1,029単位

(２) 併設型ユニット型短期入所生活介護費 (２) 併設型ユニット型短期入所生活介護費

(一) 併設型ユニット型短期入所生活介護費(Ⅰ) (一) 併設型ユニット型短期入所生活介護費(Ⅰ)

ａ 要介護１ 721単位 ａ 要介護１ 711単位

ｂ 要介護２ 792単位 ｂ 要介護２ 781単位

ｃ 要介護３ 862単位 ｃ 要介護３ 854単位

ｄ 要介護４ 933単位 ｄ 要介護４ 924単位

ｅ 要介護５ 993単位 ｅ 要介護５ 993単位

(二) 併設型ユニット型短期入所生活介護費(Ⅱ) (二) 併設型ユニット型短期入所生活介護費(Ⅱ)

ａ 要介護１ 721単位 ａ 要介護１ 711単位

ｂ 要介護２ 792単位 ｂ 要介護２ 781単位
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通う者に対し、指定介護予防通所リハビリテーションを行った

場合は、１月につき次の単位を所定単位数から減算する。ただ

し、傷病により一時的に送迎が必要であると認められる利用者

その他やむを得ない事情により送迎が必要であると認められる

利用者に対して送迎を行った場合は、この限りではない。

イ 要支援１ 376単位

ロ 要支援２ 752単位

ロ 運動器機能向上加算 225単位 ロ 運動器機能向上加算 225単位

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県 注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県

知事に届け出て、利用者の運動器の機能向上を目的として個別的 知事に届け出て、利用者の運動器の機能向上を目的として個別的

に実施されるリハビリテーションであって、利用者の心身の状態 に実施されるリハビリテーションであって、利用者の心身の状態

の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注において の維持又は向上に資すると認められるもの（以下「運動器機能向

「運動器機能向上サービス」という。）を行った場合は、１月に 上サービス」という。）を行った場合は、１月につき所定単位数

つき所定単位数を加算する。 を加算する。

イ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この注におい イ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この注におい

て「理学療法士等」という。）を１名以上配置していること。 て「理学療法士等」という。）を１名以上配置していること。

ロ 利用者の運動器の機能を利用開始時に把握し、医師、理学療 ロ 利用者の運動器の機能を利用開始時に把握し、医師、理学療

法士等、看護職員、介護職員その他の職種の者が共同して、運 法士等、看護職員、介護職員その他の職種の者が共同して、運

動器機能向上計画を作成していること。 動器機能向上計画を作成していること。

ハ 利用者ごとの運動器機能向上計画に従い医師又は医師の指示 ハ 利用者ごとの運動器機能向上計画に従い医師又は医師の指示

を受けた理学療法士等若しくは看護職員が運動器機能向上サー を受けた理学療法士等若しくは看護職員が運動器機能向上サー

ビスを行っているとともに、利用者の運動器の機能を定期的に ビスを行っているとともに、利用者の運動器の機能を定期的に

記録していること。 記録していること。

ニ 利用者ごとの運動器機能向上計画の進捗状況を定期的に評価 ニ 利用者ごとの運動器機能向上計画の進捗状況を定期的に評価

すること。 すること。

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防 ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防

通所リハビリテーション事業所であること。 通所リハビリテーション事業所であること。

ハ 栄養改善加算 150単位 ハ 栄養改善加算 150単位

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県 注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県

知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある 知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある

利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、 利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、

個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、利用者 個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、利用者

の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下こ の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下「栄

の注において「栄養改善サービス」という。）を行った場合は、 養改善サービス」という。）を行った場合は、１月につき所定単

１月につき所定単位数を加算する。 位数を加算する。
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イ 管理栄養士を１名以上配置していること。 イ 管理栄養士を１名以上配置していること。

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、医師、管理栄養士、 ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、医師、管理栄養士、

理学療法士等、看護職員、介護職員その他の職種の者が共同し 理学療法士等、看護職員、介護職員その他の職種の者が共同し

て、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養 て、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養

ケア計画を作成していること。 ケア計画を作成していること。

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サ ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サ

ービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記 ービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記

録していること。 録していること。

ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価するこ ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価するこ

と。 と。

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防 ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防

通所リハビリテーション事業所であること。 通所リハビリテーション事業所であること。

ニ 口腔機能向上加算 150単位 ニ 口腔機能向上加算 150単位

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県 注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県

知事に届け出て、口腔機能が低下している又はそのおそれのある 知事に届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれ

利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個 のある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的とし

別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機 て、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・

能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状 嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心

態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注におい 身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下「口腔

て「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、１月に 機能向上サービス」という。）を行った場合は、１月につき所定

つき所定単位数を加算する。 単位数を加算する。

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置してい イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置してい

ること。 ること。

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、医師、歯科医師、 ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、医師、歯科医師、

言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員その他の職種の 言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員その他の職種の

者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成 者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成

していること。 していること。

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い医師、医師若 ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い医師、医師若

しくは歯科医師の指示を受けた言語聴覚士若しくは看護職員又 しくは歯科医師の指示を受けた言語聴覚士若しくは看護職員又

は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が口腔機能向上サービス は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が口腔機能向上サービス

を行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録して を行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録して

いること。 いること。

ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的 ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的

に評価すること。 に評価すること。

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防 ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防
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通所リハビリテーション事業所であること。 通所リハビリテーション事業所であること。

（新設） ホ 選択的サービス複数実施加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、都

道府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事業

所が、利用者に対し、選択的サービスのうち複数のサービスを実

施した場合に、１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算

する。ただし、この場合において、同月中に利用者に対し、運動

器機能向上サービス、栄養改善サービス又は口腔機能向上サービ

スを算定している場合には、次に掲げる加算は算定しない。また、

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に

掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 選択的サービス複数実施加算(Ⅰ) 480単位

⑵ 選択的サービス複数実施加算(Ⅱ) 700単位

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

イ 選択的サービス複数実施加算(Ⅰ) 次に掲げる基準のいずれ

にも適合すること。

⑴ 指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防通所

介護費のハの注、ニの注若しくはホの注又は指定介護予防通

所リハビリテーション費のロの注、ハの注若しくはニの注に

掲げる基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出

て運動器機能向上サービス、栄養改善サービス又は口腔機能

向上サービス（以下「選択的サービス」という。）のうち、

２種類のサービスを実施していること。

⑵ 利用者が指定介護予防通所介護又は指定介護予防通所リハ

ビリテーションの提供を受けた日において、当該利用者に対

し、選択的サービスを行っていること。

⑶ 利用者に対し、選択的サービスのうちいずれかのサービス

を１月につき２回以上行っていること。

ロ 選択的サービス複数実施加算(Ⅱ) 次に掲げるいずれの基準

にも適合すること。

⑴ 利用者に対し、選択的サービスのうち３種類のサービスを

実施していること。

⑵ イ⑵及び⑶の基準に適合すること。
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ホ 事業所評価加算 100単位 ヘ 事業所評価加算 120単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道

府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所 府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所

において、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。） において、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）

の満了日の属する年度の次の年度内に限り１月につき所定単位数 の満了日の属する年度の次の年度内に限り１月につき所定単位数

を加算する。 を加算する。

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

イ 指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防通所介

護費のハの注のホ、ニの注のホ若しくはホの注のホ又は介護

予防通所リハビリテーションのロの注のホ、ハの注のホ若し

くはニの注のホに掲げる別に厚生労働大臣が定める基準に適

合しているものとして都道府県知事に届け出て運動器機能向

上サービス、栄養改善サービス又は口腔機能向上サービス（以

下「選択的サービス」という。)を行っていること。

ロ 評価対象期間における当該指定介護予防通所介護事業所又は

当該介護予防通所リハビリテーション事業所の利用実人員数

が十名以上であること。

ハ 評価対象期間における当該指定介護予防通所介護事業所又は

当該介護予防通所リハビリテーション事業所の提供する選択的

サービスの利用実人員数を当該指定介護予防通所介護事業所又

は当該介護予防通所リハビリテーション事業所の利用実人員数

で除して得た数が〇・六以上であること。

ニ ⑵の規定により算定した数を⑵に規定する数で除して得た数

が〇・七以上であること。

⑴ 評価対象期間において、当該指定介護予防通所介護事業

所又は当該指定介護予防通所リハビリテーション事業所の

提供する選択的サービスを三月間以上利用し、かつ、当該

サービスを利用した後、法第三十三条第一項に基づく要支

援更新認定又は法第三十三条の二第一項に基づく要支援状

態区分の変更の認定(以下「要支援更新認定等」という。)

を受けた者の数

⑵ 選択的サービスを利用した後、評価対象期間に行われる

要支援更新認定等において、当該要支援更新認定等の前

の要支援状態区分と比較して、要支援状態区分に変更がな
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かった者(指定介護予防支援事業者が介護予防サービス計画

に定める目標に照らし、当該介護予防サービス事業者によ

るサービスの提供が終了したと認める者に限る。)の数に、

要支援更新認定等の前の要支援状態区分が要支援二の者で

あって、要支援更新認定等により要支援一と判定されたも

の又は要支援更新認定等の前の要支援状態区分が要支援一

の者であって、要支援更新認定等により非該当と判定され

たものの人数及び要支援更新認定等の前の要支援状態区分

が要支援二の者であって、要支援更新認定等において非該

当と判定されたものの人数の合計数に二を乗じて得た数を

加えたもの

ヘ サービス提供体制強化加算 ト サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道

府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所 府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所

が、利用者に対し、指定介護予防通所リハビリテーションを行っ が、利用者に対し、指定介護予防通所リハビリテーションを行っ

た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、利用者の要支援状態区 た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、利用者の要支援状態区

分に応じて１月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、 分に応じて１月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に 次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に

掲げるその他の加算は算定しない。 掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) ⑴ サービス提供体制強化加算(Ⅰ)

要支援１ 48単位 要支援１ 48単位

要支援２ 96単位 要支援２ 96単位

⑵ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) ⑵ サービス提供体制強化加算(Ⅱ)

要支援１ 24単位 要支援１ 24単位

要支援２ 48単位 要支援２ 48単位

（新設） チ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金

の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定

介護予防通所リハビリテーション事業所が、利用者に対し、指定

介護予防通所リハビリテーションを行った場合には、当該基準に

掲げる区分に従い、平成27年３月31日までの間、次に掲げる単位

数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算

を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定

しない。
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⑴ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） イからトまでにより算定した

単位数の1000分の17に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） ⑴により算定した単位数の100

分の90に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） ⑴により算定した単位数の100

分の80に相当する単位数

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

イ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

⑴ 介護職員の賃金（退職手当を除く。）の改善（以下「賃金改

善」という。）に要する費用の見込額が、介護職員処遇改善加

算の算定見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、当該

計画に基づき適切な措置を講じていること。

⑵ 当該指定介護予防通所リハビリテーション事業所において、

⑴の賃金改善に関する計画並びに当該計画に係る実施期間及び

実施方法その他の介護職員の処遇改善の計画等を記載した介護

職員処遇改善計画書を作成し、全ての介護職員に周知し、都道

府県知事に届け出ていること。

⑶ 介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施す

ること。

⑷ 当該指定介護予防通所リハビリテーション事業所において、

事業年度ごとに介護職員の処遇改善に関する実績を都道府県知

事に報告すること。

⑸ 算定日が属する月の前十二月間において、労働基準法（昭和

二十二年法律第四十九号）、労働者災害補償保険法（昭和二十

二年法律第五十号）、最低賃金法（昭和三十四年法律第百三十

七号）、労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）、雇用

保険法（昭和四十九年法律第百十六号）その他の労働に関する

法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと。

⑹ 当該指定介護予防通所リハビリテーション事業所において、

労働保険料（労働保険の保険料の徴収等に関する法律 （昭和四

十四年法律第八十四号）第十条第二項に規定する労働保険料を

いう。）の納付が適正に行われていること。

⑺ 次に掲げる基準のいずれかの基準に適合すること。
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㈠ 次に掲げる要件の全てに適合すること。

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件

（介護職員の賃金に関するものを含む。）を定めているこ

と。

ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員

に周知していること。

㈡ 次に掲げる要件の全てに適合すること。

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当

該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保しているこ

と。

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。

⑻ 平成二十年十月から⑵の届出の日の属する月の前月までに実

施した介護職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除

く。）及び当該介護職員の処遇改善に要した費用を全ての介護

職員に周知していること。

ロ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） イ⑴から⑹までに掲げる基準の

いずれにも適合し、かつ、イ⑺又は⑻に掲げる基準のいずれかに

適合すること。

ハ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） イ⑴から⑹までに掲げる基準の

いずれにも適合すること。

※ 区分支給限度基準額の算定対象外とする予定。

８ 介護予防短期入所生活介護費（１日につき） ８ 介護予防短期入所生活介護費（１日につき）

イ 介護予防短期入所生活介護費 イ 介護予防短期入所生活介護費

⑴ 単独型介護予防短期入所生活介護費 ⑴ 単独型介護予防短期入所生活介護費

㈠ 単独型介護予防短期入所生活介護費(Ⅰ) ㈠ 単独型介護予防短期入所生活介護費(Ⅰ)

ａ 要支援１ 492単位 ａ 要支援１ 483単位

ｂ 要支援２ 611単位 ｂ 要支援２ 600単位

㈡ 単独型介護予防短期入所生活介護費(Ⅱ) ㈡ 単独型介護予防短期入所生活介護費(Ⅱ)

ａ 要支援１ 536単位 ａ 要支援１ 521単位

ｂ 要支援２ 667単位 ｂ 要支援２ 648単位

⑵ 併設型介護予防短期入所生活介護費 ⑵ 併設型介護予防短期入所生活介護費

㈠ 併設型介護予防短期入所生活介護費(Ⅰ) ㈠ 併設型介護予防短期入所生活介護費(Ⅰ)

ａ 要支援１ 464単位 ａ 要支援１ 455単位

ｂ 要支援２ 577単位 ｂ 要支援２ 566単位
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㈡ 併設型介護予防短期入所生活介護費(Ⅱ) ㈡ 併設型介護予防短期入所生活介護費(Ⅱ)

ａ 要支援１ 514単位 ａ 要支援１ 499単位

ｂ 要支援２ 633単位 ｂ 要支援２ 614単位

ロ ユニット型介護予防短期入所生活介護費 ロ ユニット型介護予防短期入所生活介護費

⑴ 単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費 ⑴ 単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費

㈠ 単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費(Ⅰ) ㈠ 単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費(Ⅰ)

ａ 要支援１ 571単位 ａ 要支援１ 564単位

ｂ 要支援２ 695単位 ｂ 要支援２ 686単位

㈡ 単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費(Ⅱ) ㈡ 単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費(Ⅱ)

ａ 要支援１ 571単位 ａ 要支援１ 564単位

ｂ 要支援２ 695単位 ｂ 要支援２ 686単位

⑵ 併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費 ⑵ 併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費

㈠ 併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費(Ⅰ) ㈠ 併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費(Ⅰ)

ａ 要支援１ 540単位 ａ 要支援１ 533単位

ｂ 要支援２ 671単位 ｂ 要支援２ 662単位

㈡ 併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費(Ⅱ) ㈡ 併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費(Ⅱ)

ａ 要支援１ 540単位 ａ 要支援１ 533単位

ｂ 要支援２ 671単位 ｂ 要支援２ 662単位

注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚 注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚

生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を 生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を

満たすものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入 満たすものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入

所生活介護事業所（指定介護予防サービス基準第129条第１項に 所生活介護事業所（指定介護予防サービス基準第129条第１項に

規定する指定介護予防短期生活介護事業所をいう。以下同じ。） 規定する指定介護予防短期生活介護事業所をいう。以下同じ。）

（同条第２項の規定の適用を受けるもの及び同条第４項に規定 （同条第２項の規定の適用を受けるもの及び同条第４項に規定

する併設事業所を含む。）において、指定介護予防短期入所生 する併設事業所を含む。）において、指定介護予防短期入所生

活介護（指定介護予防サービス基準第128条に規定する指定介護 活介護（指定介護予防サービス基準第128条に規定する指定介護

予防短期入所生活介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、 予防短期入所生活介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、

当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準 当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準

に掲げる区分に従い、利用者の要支援状態区分に応じて、それ に掲げる区分に従い、利用者の要支援状態区分に応じて、それ

ぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤 ぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤

務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の100分の 務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の100分の

97に相当する単位数を算定する。なお、利用者の数又は介護職 97に相当する単位数を算定する。なお、利用者の数又は介護職

員若しくは看護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に 員若しくは看護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に

該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定 該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定

する。 する。
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○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護
支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成１２年３月１日老企第３６号 厚生省老人保健福祉局企画
課長通知）

（変更点は下線部）

現 行 改 正 案

第一 届出手続の運用 第一 届出手続の運用

１ 届出の受理 １ 届出の受理

⑴ 届出書類の受取り ⑴ 届出書類の受取り

指定事業者側から統一的な届出様式及び添付書類により、サー 指定事業者側から統一的な届出様式及び添付書類により、サー

ビス種類ごとの一件書類の提出を受けること（ただし、同一の敷 ビス種類ごとの一件書類の提出を受けること（ただし、同一の敷

地内において複数種類のサービス事業を行うときは一括提出も可 地内において複数種類のサービス事業を行うときは一括提出も可

とする。）。 とする。）。

⑵ 要件審査 ⑵ 要件審査

届出書類を基に、要件の審査を行い、補正が必要な場合は適宜 届出書類を基に、要件の審査を行い、補正が必要な場合は適宜

補正を求めること。この要件審査に要する期間は原則として二週 補正を求めること。この要件審査に要する期間は原則として二週

間以内を標準とし、遅くても概ね一月以内とすること（相手方の 間以内を標準とし、遅くても概ね一月以内とすること（相手方の

補正に要する時間は除く。）。 補正に要する時間は除く。）。

⑶ 届出の受理 ⑶ 届出の受理

要件を満たしている場合は受理し、要件を充足せず補正にも応 要件を満たしている場合は受理し、要件を充足せず補正にも応

じない場合は、不受理として一件書類を返戻すること。 じない場合は、不受理として一件書類を返戻すること。

⑷ 国保連合会等への通知 ⑷ 国保連合会等への通知

届出を受理した場合は、その旨を届出者及び国民健康保険団体 届出を受理した場合は、その旨を届出者及び国民健康保険団体

連合会（以下「国保連合会」という。）に通知すること。 連合会（以下「国保連合会」という。）に通知すること。

⑸ 届出に係る加算等の算定の開始時期 ⑸ 届出に係る加算等の算定の開始時期

届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。以 届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。以

下同じ。）については、適正な支給限度額管理のため、利用者や 下同じ。）については、適正な支給限度額管理のため、利用者や

居宅介護支援事業者に対する周知期間を確保する観点から、届出 居宅介護支援事業者に対する周知期間を確保する観点から、届出

が毎月十五日以前になされた場合には翌月から、十六日以降にな が毎月十五日以前になされた場合には翌月から、十六日以降にな

された場合には翌々月から、算定を開始するものとすること。 された場合には翌々月から、算定を開始するものとすること。

ただし、平成二十一年四月から算定を開始する加算等の届出に ただし、平成二十四年四月から算定を開始する加算等の届出に

ついては、前記にかかわらず、同年三月二十五日以前になされて ついては、前記にかかわらず、同年三月二十五日以前になされて

いれば足りるものとする。 いれば足りるものとする。

２ 届出事項の公開 ２ 届出事項の公開
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届出事項については都道府県において閲覧に供するほか、事業者 届出事項については都道府県（地方自治法（昭和二十二年年法律

においても利用料に係る情報として事業所内で掲示することになる 第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市（以下「指定

こと。 都市」という。）及び同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市

（以下「中核市」という。）においては、指定都市又は中核市。）に

おいて閲覧に供するほか、事業者においても利用料に係る情報とし

て事業所内で掲示することになること。

３ 届出事項に係る事後調査の実施 ３ 届出事項に係る事後調査の実施

届出事項については、その内容が適正であるかどうか、適宜事後 届出事項については、その内容が適正であるかどうか、適宜事後

的な調査を行うこと。 的な調査を行うこと。

４ 事後調査等で届出時点で要件に合致していないことが判明した場 ４ 事後調査等で届出時点で要件に合致していないことが判明した場

合の届出の取扱い 合の届出の取扱い

① 事後調査等により、届出時点において要件に合致してないこと ① 事後調査等により、届出時点において要件に合致してないこと

が判明し、所要の指導の上なお改善がみられない場合は、当該届 が判明し、所要の指導の上なお改善がみられない場合は、当該届

出の受理の取消しを行うこと。この場合、取消しによって当該届 出の受理の取消しを行うこと。この場合、取消しによって当該届

出はなかったことになるため、加算については、当該加算全体が 出はなかったことになるため、加算については、当該加算全体が

無効となるものであること。当該届出に関してそれまで受領して 無効となるものであること。当該届出に関してそれまで受領して

いた介護給付費は不当利得になるので返還措置を講ずることは当 いた介護給付費は不当利得になるので返還措置を講ずることは当

然であるが、不正・不当な届出をした指定事業者に対しては、厳 然であるが、不正・不当な届出をした指定事業者に対しては、厳

正な指導を行い、不正・不当な届出が繰り返し行われるなど悪質 正な指導を行い、不正・不当な届出が繰り返し行われるなど悪質

な場合には、指定の取消しをもって対処すること。 な場合には、指定の取消しをもって対処すること。

② また、改善がみられた場合においても、要件に合致するに至る ② また、改善がみられた場合においても、要件に合致するに至る

までは当該加算等は算定しないことはもちろん、要件に合致して までは当該加算等は算定しないことはもちろん、要件に合致して

いないことが判明した時点までに当該加算等が算定されていた場 いないことが判明した時点までに当該加算等が算定されていた場

合は、不当利得になるので返還措置を講ずること。 合は、不当利得になるので返還措置を講ずること。

５ 加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い ５ 加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い

事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場 事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場

合又は加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかに 合又は加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかに

その旨を届出させることとする。なお、この場合は、加算等が算定 その旨を届出させることとする。なお、この場合は、加算等が算定

されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わないもの されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わないもの

とする。また、この場合において、届出を行わず、当該算定につい とする。また、この場合において、届出を行わず、当該算定につい

て請求を行った場合は、不正請求となり、支払われた介護給付費は て請求を行った場合は、不正請求となり、支払われた介護給付費は

不当利得となるので返還措置を講ずることになることは当然である 不当利得となるので返還措置を講ずることになることは当然である

が、悪質な場合には指定の取消しをもって対処すること。 が、悪質な場合には指定の取消しをもって対処すること。

６ 利用者に対する利用者負担金の過払い分の返還 ６ 利用者に対する利用者負担金の過払い分の返還

４又は５により不当利得分を市町村へ返還することとなった事業 ４又は５により不当利得分を市町村へ返還することとなった事業
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所においては、市町村への返還と同時に、返還の対象となった介護 所においては、市町村への返還と同時に、返還の対象となった介護

給付費に係る利用者が支払った利用者負担金の過払い分を、それぞ 給付費に係る利用者が支払った利用者負担金の過払い分を、それぞ

れの利用者に返還金に係る計算書を付して返還すること。その場合、 れの利用者に返還金に係る計算書を付して返還すること。その場合、

返還に当たっては利用者等から受領書を受け取り、施設において保 返還に当たっては利用者等から受領書を受け取り、施設において保

存しておくこと。 存しておくこと。

第二 居宅サービス単位数表（訪問介護費から通所リハビリテーション 第二 居宅サービス単位数表（訪問介護費から通所リハビリテーション

費まで及び福祉用具貸与費に係る部分に限る。）に関する事項 費まで及び福祉用具貸与費に係る部分に限る。）に関する事項

１ 通則 １ 通則

⑴ 算定上における端数処理について ⑴ 算定上における端数処理について

① 単位数算定の際の端数処理 ① 単位数算定の際の端数処理

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算 単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算

（何らかの割合を乗ずる計算に限る。）を行う度に、小数点以 （何らかの割合を乗ずる計算に限る。）を行う度に、小数点下

下の端数処理（四捨五入）を行っていくこととする。つまり、 の端数処理（四捨五入）を行っていくこととする。つまり、絶

絶えず整数値に割合を乗じていく計算になる。 えず整数値に割合を乗じていく計算になる。

（例）訪問介護（身体介護中心 30分以上１時間未満で402単位） （例）訪問介護（身体介護中心 20分以上30分未満で254単位）

・３級ヘルパーの場合70％減算 ・２級訪問介護員のサービス提供責任者を配置している場合、

402×0.70＝281.4→281単位 所定単位数の90％を算定

・３級ヘルパーで夜間早朝の場合 254×0.9＝228.6→229単位

281×1.25＝351.25→351単位 ・この事業所が特定事業所加算（Ⅲ）を算定している場合、

＊402×0.70×1.25＝351.75として四捨五入するのではない。 所定単位数の10%を加算

229×1.1＝251.9→252単位

＊254×0.9×1.1＝251.46として四捨五入するのではない。

② 金額換算の際の端数処理 ② 金額換算の際の端数処理

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる一円未満（小 算定された単位数から金額に換算する際に生ずる一円未満（小

数点以下）の端数については「切り捨て」とする。 数点以下）の端数については「切り捨て」とする。

（例）前記①の事例で、このサービスを月に５回提供した場合 （例）前記①の事例で、このサービスを月に５回提供した場合

（地域区分は特別区） （地域区分は特別区）

453単位×5回＝2,265単位 252単位×5回＝1,260単位

2,265単位×10.72円／単位＝24,280.8円→24,280円 1,260単位×11.26円／単位＝14,187.6円→14,187円

なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合 なお、サービスコードについては、介護職員処遇改善加算を除

成コードとして作成しており、その合成単位数は、既に端数処理 く加算等を加えた一体型の合成コードとして作成しており、その

をした単位数（整数値）である。 合成単位数は、既に端数処理をした単位数（整数値）である。

⑵ サービス種類相互の算定関係について ⑵ サービス種類相互の算定関係について

特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護若しく 特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護若しく

は地域密着型特定施設入居者生活介護を受けている者については、 は地域密着型特定施設入居者生活介護を受けている間については、

- 4 -

その他の指定居宅サービス又は指定地域密着型サービスに係る介 その他の指定居宅サービス又は指定地域密着型サービスに係る介

護給付費（居宅療養管理指導費を除く。）は算定しないものであ 護給付費（居宅療養管理指導費を除く。）は算定しないものであ

ること。ただし、特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同 ること。ただし、特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同

生活介護の提供に必要がある場合に、当該事業者の費用負担によ 生活介護の提供に必要がある場合に、当該事業者の費用負担によ

り、その利用者に対してその他の居宅サービス又は地域密着型サ り、その利用者に対してその他の居宅サービス又は地域密着型サ

ービスを利用させることは差し支えないものであること。また、 ービスを利用させることは差し支えないものであること。また、

短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受けている者について 短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受けている間について

は、訪問介護費、訪問入浴介護費、訪問看護費、訪問リハビリテ は、訪問介護費、訪問入浴介護費、訪問看護費、訪問リハビリテ

ーション費、通所介護費及び通所リハビリテーション費並びに夜 ーション費、通所介護費及び通所リハビリテーション費並びに定

間対応型訪問介護費、認知症対応型通所介護費及び小規模多機能 期巡回・随時対応型訪問介護看護費、夜間対応型訪問介護費、認

型居宅介護費は算定しないものであること。 知症対応型通所介護費、小規模多機能型居宅介護費及び複合型サ

ービス費は算定しないものであること。

また、同一時間帯に通所サービスと訪問サービスを利用した場 また、同一時間帯に通所サービスと訪問サービスを利用した場

合は、訪問サービスの所定単位数は算定できない。たとえば、利 合は、訪問サービスの所定単位数は算定できない。例えば、利用

用者が通所サービスを受けている時間帯に本人不在の居宅を訪問 者が通所サービスを受けている時間帯に本人不在の居宅を訪問し

して掃除等を行うことについては、訪問介護の生活援助として行 て掃除等を行うことについては、訪問介護の生活援助として行う

う場合は、本人の安否確認・健康チェック等も合わせて行うべき 場合は、本人の安否確認・健康チェック等も合わせて行うべきも

ものであることから、訪問介護（生活援助が中心の場合）の所定 のであることから、訪問介護（生活援助が中心の場合）の所定単

単位数は算定できない。 位数は算定できない（利用者不在時の訪問サービスの取扱いにつ

いては、当該時間帯に通所サービスを利用するかどうかにかかわ

らず、同様である。）。

なお、福祉用具貸与費については、短期入所生活介護又は短期 なお、福祉用具貸与費については、短期入所生活介護又は短期

入所療養介護を受けている者についても算定が可能であること。 入所療養介護を受けている者についても算定が可能であること。

⑶ 施設入所日及び退所日等における居宅サービスの算定について ⑶ 施設入所日及び退所日等における居宅サービスの算定について

介護老人保健施設及び介護療養型医療施設の退所（退院）日又 介護老人保健施設及び介護療養型医療施設の退所（退院）日又

は短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）について は短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）について

は、訪問看護費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管理指導 は、訪問看護費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管理指導

費及び通所リハビリテーション費は算定できない。訪問介護等の 費及び通所リハビリテーション費は算定できない。訪問介護等の

福祉系サービスは別に算定できるが、施設サービスや短期入所サ 福祉系サービスは別に算定できるが、施設サービスや短期入所サ

ービスでも、機能訓練やリハビリテーションを行えることから、 ービスでも、機能訓練やリハビリテーションを行えることから、

退所（退院日）に通所介護サービスを機械的に組み込むといった 退所（退院日）に通所介護サービスを機械的に組み込むといった

居宅サービス計画は適正でない。 居宅サービス計画は適正でない。

また、入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利用 また、入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利用

する訪問通所サービスは別に算定できる。ただし、入所（入院） する訪問通所サービスは別に算定できる。ただし、入所（入院）

前に通所介護又は通所リハビリテーションを機械的に組み込むと 前に通所介護又は通所リハビリテーションを機械的に組み込むと
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いった居宅サービス計画は適正でない。 いった居宅サービス計画は適正でない。

また、施設入所（入院）者が外泊又は介護保健施設若しくは経 また、施設入所（入院）者が外泊又は介護保健施設若しくは経

過的介護療養型医療施設の試行的退所を行っている場合には、外 過的介護療養型医療施設の試行的退所を行っている場合には、外

泊時又は試行的退所時に居宅サービスは算定できない。 泊時又は試行的退所時に居宅サービスは算定できない。

⑷ 同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱い ⑷ 同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱い

について について

利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを 利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを

原則とする。ただし、訪問介護と訪問看護、又は訪問介護と訪問 原則とする。ただし、訪問介護と訪問看護、又は訪問介護と訪問

リハビリテーションを、同一利用者が同一時間帯に利用する場合 リハビリテーションを、同一利用者が同一時間帯に利用する場合

は、利用者の心身の状況や介護の内容に応じて、同一時間帯に利 は、利用者の心身の状況や介護の内容に応じて、同一時間帯に利

用することが介護のために必要があると認められる場合に限り、 用することが介護のために必要があると認められる場合に限り、

それぞれのサービスについてそれぞれの所定単位数が算定される。 それぞれのサービスについてそれぞれの所定単位数が算定される。

例えば、家庭の浴槽で全身入浴の介助をする場合に、適切なアセ 例えば、家庭の浴槽で全身入浴の介助をする場合に、適切なアセ

スメント（利用者について、その有する能力、既に提供を受けて スメント（利用者について、その有する能力、既に提供を受けて

いる指定居宅サービス等のその置かれている環境等の評価を通じ いる指定居宅サービス等のその置かれている環境等の評価を通じ

て利用者が現に抱える問題点を明らかにし、利用者が自立した日 て利用者が現に抱える問題点を明らかにし、利用者が自立した日

常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を 常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を

把握することをいう。以下同じ。）を通じて、利用者の心身の状 把握することをいう。以下同じ。）を通じて、利用者の心身の状

況や介護の内容から同一時間帯に訪問看護を利用することが必要 況や介護の内容から同一時間帯に訪問看護を利用することが必要

であると判断され、三十分以上一時間未満の訪問介護（身体介護 であると判断され、三十分以上一時間未満の訪問介護（身体介護

中心の場合）と訪問看護（指定訪問看護ステーションの場合）を 中心の場合）と訪問看護（指定訪問看護ステーションの場合）を

同一時間帯に利用した場合、訪問介護については四百二単位、訪 同一時間帯に利用した場合、訪問介護については四百二単位、訪

問看護については八百三十単位がそれぞれ算定されることとなる。 問看護については八百三十単位がそれぞれ算定されることとなる。

⑸ 複数の要介護者がいる世帯において同一時間帯に訪問サービス ⑸ 複数の要介護者がいる世帯において同一時間帯に訪問サービス

を利用した場合の取扱いについて を利用した場合の取扱いについて

それぞれに標準的な所要時間を見込んで居宅サービス計画上に それぞれに標準的な所要時間を見込んで居宅サービス計画上に

位置づける。例えば、要介護高齢者夫婦のみの世帯に百分間訪問 位置づける。例えば、要介護高齢者夫婦のみの世帯に百分間訪問

し、夫に五十分の訪問介護（身体介護中心の場合）、妻に五十分 し、夫に五十分の訪問介護（身体介護中心の場合）、妻に五十分

の訪問介護（身体介護中心の場合）を提供した場合、夫、妻それ の訪問介護（身体介護中心の場合）を提供した場合、夫、妻それ

ぞれ四百二単位ずつ算定される。ただし、生活援助については、 ぞれ四百二単位ずつ算定される。ただし、生活援助については、

要介護者間で適宜所要時間を振り分けることとする。 要介護者間で適宜所要時間を振り分けることとする。

⑹ 訪問サービスの行われる利用者の居宅について ⑹ 訪問サービスの行われる利用者の居宅について

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション 訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション

は、介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第八条の定義上、 は、介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第八条の定義上、

要介護者の居宅において行われるものとされており、要介護者の 要介護者の居宅において行われるものとされており、要介護者の
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居宅以外で行われるものは算定できない。例えば、訪問介護の通 居宅以外で行われるものは算定できない。例えば、訪問介護の通

院・外出介助については、利用者の居宅から乗降場までの移動、 院・外出介助については、利用者の居宅から乗降場までの移動、

バス等の公共交通機関への乗降、移送中の気分の確認、（場合に バス等の公共交通機関への乗降、移送中の気分の確認、（場合に

より）院内の移動等の介助などは要介護者の居宅以外で行われる より）院内の移動等の介助などは要介護者の居宅以外で行われる

が、これは居宅において行われる目的地（病院等）に行くための が、これは居宅において行われる目的地（病院等）に行くための

準備を含む一連のサービス行為とみなし得るためである。居宅以 準備を含む一連のサービス行為とみなし得るためである。居宅以

外において行われるバス等の公共交通機関への乗降、院内の移動 外において行われるバス等の公共交通機関への乗降、院内の移動

等の介助などのサービス行為だけをもってして訪問介護として算 等の介助などのサービス行為だけをもってして訪問介護として算

定することはできない。 定することはできない。

⑺ 「認知症高齢者の日常生活自立度」の決定方法について ⑺ 「認知症高齢者の日常生活自立度」の決定方法について

① 加算の算定要件として「「認知症高齢者の日常生活自立度判 ① 加算の算定要件として「「認知症高齢者の日常生活自立度判

定基準」の活用について」（平成五年十月二十六日老健第百三 定基準」の活用について」（平成五年十月二十六日老健第百三

十五号厚生省老人保健福祉局長通知）に規定する「認知症高齢 十五号厚生省老人保健福祉局長通知）に規定する「認知症高齢

者の日常生活自立度」（以下「日常生活自立度」という。）を用 者の日常生活自立度」（以下「日常生活自立度」という。）を用

いる場合の日常生活自立度の決定に当たっては、医師の判定結 いる場合の日常生活自立度の決定に当たっては、医師の判定結

果又は主治医意見書（以下この号において「判定結果」という。） 果又は主治医意見書（以下この号において「判定結果」という。）

を用いるものとする。 を用いるものとする。

② ①の判定結果は、判定した医師名、判定日と共に、居宅サー ② ①の判定結果は、判定した医師名、判定日と共に、居宅サー

ビス計画又は各サービスのサービス計画に記載するものとする。 ビス計画又は各サービスのサービス計画に記載するものとする。

また、主治医意見書とは、「要介護認定等の実施について」（平 また、主治医意見書とは、「要介護認定等の実施について」（平

成十八年三月十七日老発第○三一七○○一号厚生労働省老健局 成二十一年九月三十日老発〇九三〇第五号厚生労働省老健局長

長通知）に基づき、主治医が記載した同通知中「３主治医の意 通知）に基づき、主治医が記載した同通知中「３主治医の意見

見の聴取」に規定する「主治医意見書」中「３心身の状態に関 の聴取」に規定する「主治医意見書」中「３心身の状態に関す

する意見 ⑴日常生活の自立度等について ・認知症高齢者の日 る意見 ⑴日常生活の自立度等について ・認知症高齢者の日常

常生活自立度」欄の記載をいうものとする。なお、複数の判定 生活自立度」欄の記載をいうものとする。なお、複数の判定結

結果がある場合にあっては、最も新しい判定を用いるものとす 果がある場合にあっては、最も新しい判定を用いるものとする。

る。

③ 医師の判定が無い場合（主治医意見書を用いることについて ③ 医師の判定が無い場合（主治医意見書を用いることについて

同意が得られていない場合を含む。）にあっては、「要介護認定 同意が得られていない場合を含む。）にあっては、「要介護認定

等の実施について」に基づき、認定調査員が記入した同通知中 等の実施について」に基づき、認定調査員が記入した同通知中

「２⑷認定調査員」に規定する「認定調査票」の「認定調査票 「２⑷認定調査員」に規定する「認定調査票」の「認定調査票

（基本調査）」９の「認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記 （基本調査）」９の「認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記

載を用いるものとする。 載を用いるものとする。

２ 訪問介護費 ２ 訪問介護費

⑴ 「身体介護」及び「生活援助」の意義について ⑴ 「身体介護」及び「生活援助」の意義について
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は、「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関

する基準について」（平成十一年九月十七日老企二十五）第

三の六の１⑴を参照すること。）。この場合、一月間の勤務延

時間数は、配置された職員の一月の勤務延時間数を、当該月

において本来確保すべき勤務延時間数で除して得た数とする。

ハ 人員基準上必要とされる員数から一割を超えて減少した場

合にはその翌月から人員基準欠如が解消されるに至った月ま

で、利用者全員について所定単位数が通所介護費等の算定方

法に規定する算定方法に従って減算する。

・（看護職員の算定式）

サービス提供日に配置された延べ人数

サービス提供日数

・（介護職員の算定式）

当該月に配置された職員の勤務延時間数

当該月に配置すべき職員の勤務延時間数

ニ 一割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員基

準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員につい

て所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算定方法

に従って減算される（ただし、翌月の末日において人員基準

を満たすに至っている場合を除く。）。

・（看護職員の算定式）

サービス提供日に配置された延べ人数

サービス提供日数

・（介護職員の算定式）

当該月に配置された職員の勤務延時間数

当該月に配置すべき職員の勤務延時間数

③ 都道府県知事は、著しい人員基準欠如が継続する場合には、

職員の増員、利用定員等の見直し、事業の休止等を指導するこ

と。当該指導に従わない場合には、特別な事情がある場合をの

ぞき、指定の取消しを検討するものとする。

⒀ 療養通所介護費について ⒂ 療養通所介護費について

① 利用者について ① 利用者について

療養通所介護の利用者は、在宅において生活しており、当該 療養通所介護の利用者は、在宅において生活しており、当該

サービスを提供するに当たり常時看護師による観察を必要とす サービスを提供するに当たり常時看護師による観察を必要とす

る難病等を有する重度者又はがん末期の利用者を想定している。 る難病、認知症、脳血管疾患後遺症等を有する重度者又はがん

＜ 0.9

＜ 0.9

0.9 ≦

0.9 ≦

＜ 1.0

＜ 1.0

- 68 -

末期の利用者を想定している。

② サービス提供時間について ② サービス提供時間について

療養通所介護においては、利用者が当該療養通所介護を利用 療養通所介護においては、利用者が当該療養通所介護を利用

することとなっている日において、まず当該事業所の看護職員 することとなっている日において、まず当該事業所の看護職員

が利用者の居宅において状態を観察し、通所できる状態である が利用者の居宅において状態を観察し、通所できる状態である

ことを確認するとともに、事業所から居宅に戻ったときにも状 ことを確認するとともに、事業所から居宅に戻ったときにも状

態の安定等を確認することが重要である。したがって、利用者 態の安定等を確認することが重要である。したがって、利用者

の居宅に迎えに行った時から、居宅に送り届けたのち利用者の の居宅に迎えに行った時から、居宅に送り届けたのち利用者の

状態の安定等を確認するまでをも含めて一連のサービスとする 状態の安定等を確認するまでをも含めて一連のサービスとする

ものであり、これらの時間をあわせてサービス提供時間とする。 ものであり、これらの時間をあわせてサービス提供時間とする。

③ サービス提供について ③ サービス提供について

療養通所介護の提供に当たっては、利用者の状態に即した適 療養通所介護の提供に当たっては、利用者の状態に即した適

切な計画を作成するとともに、利用者の在宅生活を支援する観 切な計画を作成するとともに、利用者の在宅生活を支援する観

点から、多職種協働により、主治の医師による医療保険のサー 点から、多職種協働により、主治の医師による医療保険のサー

ビスや訪問看護サービス等の様々なサービスが提供されている ビスや訪問看護サービス等の様々なサービスが提供されている

中で、主治の医師や訪問看護事業者等と密接な連携を図りつつ、 中で、主治の医師や訪問看護事業者等と密接な連携を図りつつ、

計画的なサービス提供を行うこと。 計画的なサービス提供を行うこと。

⒁ サービス提供体制強化加算について ⒃ サービス提供体制強化加算について

① ３⑹④から⑥まで並びに４⒅②及び③を参照のこと。 ① ３⑺④から⑥まで並びに４(23)②及び③を参照のこと。

② 指定通所介護を利用者に直接提供する職員又は指定療養通所 ② 指定通所介護を利用者に直接提供する職員又は指定療養通所

介護を利用者に直接提供する職員とは、生活相談員、看護職員、 介護を利用者に直接提供する職員とは、生活相談員、看護職員、

介護職員又は機能訓練指導員として勤務を行う職員を指すもの 介護職員又は機能訓練指導員として勤務を行う職員を指すもの

とする。 とする。

⒄ 介護職員処遇改善加算について

訪問介護と同様であるので、２の(21)を参照されたい。

８ 通所リハビリテーション費 ８ 通所リハビリテーション費

⑴ 所要時間による区分の取扱い ⑴ 所要時間による区分の取扱い

通所介護と同様であるので、７⑴を参照されたい。 ① 所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、

通所リハビリテーション計画に位置づけられた内容の通所リハ

ビリテーションを行うための標準的な時間によることとしてい

る。そのため、例えば、単に、当日のサービス進行状況や利用

者の家族の出迎え等の都合で、当該利用者が通常の時間を超え

て事業所にいる場合は、通所リハビリテーションのサービスが

提供されているとは認められないものであり、この場合は当初

計画に位置づけられた所要時間に応じた所定単位数が算定する
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こと（このような家族等の出迎え等までの間のいわゆる「預か

り」サービスについては、利用者から別途利用料を徴収して差

し支えない。）。

② 指定通所リハビリテーションを行うのに要する時間には、送

迎に要する時間は含まないものとする。

③ 通所リハビリテーション計画上、六時間以上八時間未満の通

所リハビリテーションを行っていたが、当日の利用者の心身の

状況から、五時間の通所リハビリテーションを行った場合には、

六時間以上八時間未満の通所リハビリテーションの単位数を算

定できることとする。

④ 利用者に対して、一日に複数の指定通所リハビリテーション

を行う事業所にあっては、それぞれの指定通所リハビリテーシ

ョンごとに通所リハビリテーション費を算定するものとする（例

えば、午前と午後に指定通所リハビリテーションを行う場合に

あっては、午前と午後それぞれについて通所リハビリテーショ

ン費を算定する。）。ただし、一時間以上二時間未満の通所リハ

ビリテーションの利用者については、同日に行われる他の通所

リハビリテーション費は算定できない。

⑵ 災害時等の取扱い ⑵ 災害時等の取扱い

通所介護と同様であるので、７⑸を参照されたい。 通所介護と同様であるので、７⑸を参照されたい。

⑶ 短時間リハビリテーションの取扱いについて ⑶ 一時間以上二時間未満の通所リハビリテーションにおける理学

療法士、作業療法士、又は言語聴覚士（以下８において「理学療

法士等」という。）を専従かつ常勤で二名以上配置している事業

所の加算の取り扱いについて

① 「研修」とは、運動器リハビリテーションに関する理論、評

価法等に関する基本的内容を含む研修会であって、関係学会等

により開催されているものを指す。

具体的には、(ⅰ)日本運動器リハビリテーション学会の行う

運動器リハビリテーションセラピスト研修、(ⅱ)全国病院理学

療法協会の行う運動療法機能訓練技能講習会が該当するもので

ある。

② 一時間以上二時間未満の通所リハビリテーション（③に該当

する場合を除く。）については、短期集中リハビリテーション

加算の算定は可能であるが、個別リハビリテーション加算の算

定はできない。
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③ 看護師、准看護師、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師

による一時間以上二時間未満の通所リハビリテーションを算定

する場合は、短期集中リハビリテーション実施加算及び個別リ

ハビリテーション実施加算についてはいずれも算定できないこ

と。

④ 注４における「専従」とは、当該通所リハビリテーション事 注２における「専従」とは、当該通所リハビリテーション事業

業所において行うリハビリテーションについて、当該リハビリ 所において行うリハビリテーションについて、当該リハビリテー

テーションを実施する時間に専らその職務に従事していること ションを実施する時間に専らその職務に従事していることで足り

で足りるものとすること。 るものとすること。

⑷ 二時間以上三時間未満の通所リハビリテーションを行う場合の

取扱い

通所介護と同様であるので、７⑵を参照されたい。

⑸ 六時間以上八時間未満の通所リハビリテーションの前後に連続 ⑷ 六時間以上八時間未満の通所リハビリテーションの前後に連続

して延長サービスを行った場合の加算の取扱い して延長サービスを行った場合の加算（延長加算）の取扱い

通所介護と同様であるので、７⑶を参照されたい。 ① 当該加算は、所要時間六時間以上八時間未満の通所リハビリ

テーションの前後に連続して通所リハビリテーションを行う場

合について、二時間を限度として算定されるものである。

例えば、八時間の通所リハビリテーションの後に連続して二

時間の延長サービスを行った場合や、八時間の通所リハビリテ

ーションの前に連続して一時間、後に連続して一時間、合計二

時間の延長サービスを行った場合には、二時間分の延長サービ

スとして百単位を算定する。

② 当該加算は通所リハビリテーションと延長サービスを通算し

た時間が八時間以上の部分について算定されるものであるため、

例えば、七時間の通所リハビリテーションの後に連続して二時

間の延長サービスを行った場合には、通所リハビリテーション

と延長サービスの通算時間は九時間であり、一時間分（＝九時

間－八時間）の延長サービスとして五十単位を算定する。

③ 延長加算は、実際に利用者に対して延長サービスを行うこと

が可能な体制にあり、かつ、実際に延長サービスを行った場合

に算定されるものであるが、当該事業所の実情に応じて、適当

数の従業者を置いていることが必要である。

⑹ 注７の取扱い ⑸ 注４の取扱い

訪問介護と同様であるので、２⒁を参照されたい。 訪問介護と同様であるので、２⒃を参照されたい。

⑺ 平均利用延人員数の取扱い ⑹ 平均利用延人員数の取扱い
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施設基準第五号に定める平均利用延人員数の取扱いについては、 ① 事業所規模による区分については、施設基準第○号イ(○)に

通所介護と同様であるので７⑷を参照されたい。なお、一時間以 基づき、前年度の一月当たりの平均利用延人員数により算定す

上二時間未満の報酬を算定している利用者については、利用者数 べき通所リハビリテーション費を区分しているところであるが、

に四分の一を乗じて得た数を用いるものとすること。 当該平均利用延人員数の計算に当たっては、同号の規定により、

当該指定通所リハビリテーション事業所に係る指定通所リハビ

リテーション事業者が指定介護予防通所リハビリテーション事

業者の指定を併せて受け一体的に事業を実施している場合は、

当該指定介護予防通所リハビリテーション事業所における前年

度の一月当たりの平均利用延人員数を含むこととされていると

ころである。したがって、仮に指定通所リハビリテーション事

業者が指定介護予防通所リハビリテーション事業者の指定を併

せて受けている場合であっても、事業が一体的に実施されず、

実態として両事業が分離されて実施されている場合には、当該

平均利用延人員数には当該指定介護予防通所リハビリテーショ

ン事業所の平均利用延人員数は含めない取扱いとする。

② 平均利用延人員数の計算に当たっては、一時間以上二時間未

満の報酬を算定している利用者については、利用者数に四分の

一を乗じて得た数とし、二時間以上三時間未満の報酬を算定し

ている利用者及び三時間以上四時間未満の報酬を算定している

利用者については、利用者数に二分の一を乗じて得た数とし、

四時間以上六時間未満の報酬を算定している利用者については

利用者数に四分の三を乗じて得た数とする。また、平均利用延

人員数に含むこととされた介護予防通所リハビリテーション事

業所の利用者の計算に当たっては、介護予防通所リハビリテー

ションの利用時間が二時間未満の利用者については、利用者数

に四分の一を乗じて得た数とし、二時間以上四時間未満の利用

者については、利用者数に二分の一を乗じて得た数とし、利用

時間が四時間以上六時間未満の利用者については、利用者数に

四分の三を乗じて得た数とする。ただし、介護予防通所リハビ

リテーション事業所の利用者については、同時にサービスの提

供を受けた者の最大数を営業日ごとに加えていく方法によって

計算しても差し支えない。

③ 前年度の実績が六月に満たない事業者（新たに事業を開始し、

又は再開した事業者を含む）又は前年度から定員を概ね二十五

％以上変更して事業を実施しようとする事業者においては、当
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該年度に係る平均利用延人員数については、便宜上、都道府県

知事に届け出た当該事業所の利用定員の九十％に予定される一

月当たりの営業日数を乗じて得た数とする。

④ 毎年度三月三十一日時点において、事業を実施している事業

者であって、四月以降も引き続き事業を実施するものの当該年

度の通所リハビリテーション費の算定に当たっては、前年度の

平均利用延人員数は、前年度において通所リハビリテーション

費を算定している月（三月を除く。）の一月当たりの平均利用

延人員数とする。

⑻ 事業所が介護老人保健施設である場合の取扱いについて ⑺ 利用者の居宅を訪問する場合の取扱いについて

介護老人保健施設である場合であって、医師又は医師の指示を 医師又は医師の指示を受けた理学療法士等が、利用者の居宅を

受けた理学療法士又は作業療法士が、利用者の居宅を訪問して、 訪問して、診察、運動機能検査、作業能力検査等を行い、通所リ

診察、運動機能検査、作業能力検査等を行い、通所リハビリテー ハビリテーション計画の作成及び見直しを行った場合には、医師

ション計画の作成及び見直しを行った場合には、医師は当該通所 は当該通所リハビリテーション計画を診療録に記入する必要があ

リハビリテーション計画を診療録に記入する必要がある。 る。

なお、前記の場合、訪問する医師及び理学療法士、作業療法士 なお、前記の場合、訪問する医師及び理学療法士等の当該訪問

の当該訪問の時間は、通所リハビリテーション及び介護老人保健 の時間は、通所リハビリテーション、病院、診療所及び介護老人

施設の人員基準の算定に含めないこととする。 保健施設の人員基準の算定に含めないこととする。

⑼ 入浴介助加算の取扱い ⑻ 入浴介助加算について

通所介護と同様であるので、７⑻を参照されたい。 通所介護と同様であるので、７⑻を参照されたい。

⑽ リハビリテーションマネジメント加算の取扱い ⑼ リハビリテーションマネジメント加算について

① リハビリテーションマネジメント加算は、一月に八回以上通 ① リハビリテーションマネジメント加算は、一月に四回以上通

所している場合に、一月に一回算定するものとすること。ただ 所している場合に、一月に一回算定するものとすること。ただ

し、指定通所リハビリテーションの利用を開始した月にあって、 し、指定通所リハビリテーションの利用を開始した月にあって、

個別リハビリテーション、短期集中リハビリテーション又は認 個別リハビリテーション又は認知症短期集中リハビリテーショ

知症短期集中リハビリテーションを行っている場合にあっては、 ンを行っている場合にあっては、四回を下回る場合であっても、

八回を下回る場合であっても、算定できるものとする。 算定できるものとする。

② リハビリテーションマネジメントは、利用者ごとに行われる ② リハビリテーションマネジメントは、利用者ごとに行われる

ケアマネジメントの一環として行われることに留意すること。 ケアマネジメントの一環として行われることに留意すること。

また、個別リハビリテーションは、原則として利用者全員に また、個別リハビリテーションは、原則として利用者全員に

対して実施するべきものであることから、リハビリテーション 対して実施するべきものであることから、リハビリテーション

マネジメントも原則として利用者全員に対して実施するべきも マネジメントも原則として利用者全員に対して実施するべきも

のであること。 のであること。

③ リハビリテーションマネジメントについては、以下のイから ③ リハビリテーションマネジメントについては、以下のイから

ホまでに掲げるとおり、実施すること。 ヘまでに掲げるとおり、実施すること。
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イ 利用開始時にその者に対するリハビリテーションの実施に イ 利用開始時にその者に対するリハビリテーションの実施に

必要な情報を収集しておき、医師、理学療法士、作業療法士、 必要な情報を収集しておき、医師、理学療法士等、看護職員、

言語聴覚士、看護職員、介護職員その他職種の者（以下この 介護職員その他職種の者（以下この項において「関連スタッ

項において「関連スタッフ」という。）が暫定的に、リハビ フ」という。）が暫定的に、リハビリテーションに関する解

リテーションに関する解決すべき課題の把握（以下この項に 決すべき課題の把握（以下この項において「アセスメント」

おいて「アセスメント」という。）とそれに基づく評価を行 という。）とそれに基づく評価を行い、その後、多職種協働

い、その後、多職種協働により開始時リハビリテーションカ により開始時リハビリテーションカンファレンスを行ってリ

ンファレンスを行ってリハビリテーション実施計画原案を作 ハビリテーション実施計画原案を作成すること。また、作成

成すること。また、作成したリハビリテーション実施計画原 したリハビリテーション実施計画原案については、利用者又

案については、利用者又はその家族に説明し、その同意を得 はその家族に説明し、その同意を得ること。なお、通所リハ

ること。なお、通所リハビリテーションにおいては、リハビ ビリテーションにおいては、リハビリテーション実施計画原

リテーション実施計画原案に相当する内容を通所リハビリテ 案に相当する内容を通所リハビリテーション計画の中に記載

ーション計画の中に記載する場合は、その記載をもってリハ する場合は、その記載をもってリハビリテーション実施計画

ビリテーション実施計画原案の作成に代えることができるも 原案の作成に代えることができるものとすること。

のとすること。

ロ リハビリテーション実施計画原案に基づいたリハビリテー ロ リハビリテーション実施計画原案に基づいたリハビリテー

ションやケアを実施しながら、概ね二週間以内及び概ね三月 ションやケアを実施しながら、概ね二週間以内及び概ね三月

ごとに関連スタッフがアセスメントとそれに基づく評価を行 ごとに関連スタッフがアセスメントとそれに基づく評価を行

い、その後、多職種協働によりリハビリテーションカンファ い、その後、多職種協働によりリハビリテーションカンファ

レンスを行って、リハビリテーション実施計画を作成するこ レンスを行って、リハビリテーション実施計画を作成するこ

と。なお、この場合にあっては、リハビリテーション実施計 と。なお、この場合にあっては、リハビリテーション実施計

画を新たに作成する必要はなく、リハビリテーション実施計 画を新たに作成する必要はなく、リハビリテーション実施計

画原案の変更等をもってリハビリテーション実施計画の作成 画原案の変更等をもってリハビリテーション実施計画の作成

に代えることができるものとし、変更等がない場合にあって に代えることができるものとし、変更等がない場合にあって

も、リハビリテーション実施計画原案をリハビリテーション も、リハビリテーション実施計画原案をリハビリテーション

実施計画に代えることができるものとすること。また、作成 実施計画に代えることができるものとすること。また、作成

したリハビリテーション実施計画については、利用者又はそ したリハビリテーション実施計画については、利用者又はそ

の家族に説明し、その同意を得ること。なお、短期集中リハ の家族に説明し、その同意を得ること。なお、短期集中リハ

ビリテーション実施加算及び認知症短期集中リハビリテーシ ビリテーション実施加算及び認知症短期集中リハビリテーシ

ョン実施加算を算定している利用者については、病院等から ョン実施加算を算定している利用者については、病院等から

の退院（所）日から起算して一月以内の期間にも、アセスメ の退院（所）日から起算して一月以内の期間にも、アセスメ

ントとそれにもとづく評価を行うこと。また、リハビリテー ントとそれにもとづく評価を行うこと。また、リハビリテー

ションカンファレンスの結果、必要と判断された場合は、利 ションカンファレンスの結果、必要と判断された場合は、利

用者の担当介護支援専門員を通して、他の居宅サービス事業 用者の担当介護支援専門員を通して、他の居宅サービス事業

所に対してリハビリテーションに関する情報伝達（日常生活 所に対してリハビリテーションに関する情報伝達（日常生活
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上の留意点、介護の工夫等）や連携を図るとともに、居宅サ 上の留意点、介護の工夫等）や連携を図るとともに、居宅サ

ービス計画の変更の依頼を行うこと。 ービス計画の変更の依頼を行うこと。

ハ 利用を終了する前に、関連スタッフによる終了前リハビリ ハ 利用を終了する前に、関連スタッフによる終了前リハビリ

テーションカンファレンスを行うこと。その際、終了後に利 テーションカンファレンスを行うこと。その際、終了後に利

用予定の居宅介護支援事業所の介護支援専門員や他の居宅サ 用予定の居宅介護支援事業所の介護支援専門員や他の居宅サ

ービス事業所のサービス担当者等の参加を求めること。 ービス事業所のサービス担当者等の参加を求めること。

ニ 利用終了時には居宅介護支援事業所の居宅介護支援専門員 ニ 利用終了時には居宅介護支援事業所の居宅介護支援専門員

や利用者の主治の医師に対してリハビリテーションに必要な や利用者の主治の医師に対してリハビリテーションに必要な

情報提供を行うこと。 情報提供を行うこと。

ホ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する ホ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する

基準第百十九条において準用する第十九条に規定するサービ 基準第百十九条において準用する第十九条に規定するサービ

スの提供の記録において利用者ごとのリハビリテーション実 スの提供の記録において利用者ごとのリハビリテーション実

施計画に従い医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業 施計画に従い医師又は医師の指示を受けた理学療法士等が利

療法士若しくは言語聴覚士が利用者の状態を定期的に記録す 用者の状態を定期的に記録する場合は、当該記録とは別にリ

る場合は、当該記録とは別にリハビリテーションマネジメン ハビリテーションマネジメント加算の算定のために利用者の

ト加算の算定のために利用者の状態を定期的に記録する必要 状態を定期的に記録する必要はないものとすること。

はないものとすること。

ヘ 新規にリハビリテーション実施計画を作成した利用者に対

して、医師又は医師の指示を受けた理学療法士等が、通所開

始日から起算して一月以内に当該利用者の居宅を訪問し、利

用者の身体の状況、家屋の状況、家屋内におけるＡＤＬ等の

評価等を確認することを趣旨として診察、運動機能検査、作

業能力検査等を実施すること。その際、必要に応じて居宅で

の日常生活動作能力の維持・向上に資するリハビリテーショ

ン計画を見直すこと。

④ リハビリテーションマネジメント加算はリハビリテーション ④ リハビリテーションマネジメント加算はリハビリテーション

実施計画原案を利用者又はその家族に説明し、その同意を得ら 実施計画原案を利用者又はその家族に説明し、その同意を得ら

れた日の属する月から算定を開始するものとすること。 れた日の属する月から算定を開始するものとすること。

⑾ 短期集中リハビリテーション実施加算の取扱い ⑽ 短期集中リハビリテーション実施加算について

短期集中リハビリテーション実施加算における集中的な通所リ 短期集中リハビリテーション実施加算における集中的な通所リ

ハビリテーションとは、退院（所）日又は認定日から起算して一 ハビリテーションとは、退院（所）日又は認定日から起算して一

月以内の期間に行われた場合は一週につき概ね二回以上、一回当 月以内の期間に行われた場合は一週につき概ね二回以上、一回当

たり四十分以上、退院（所）日又は認定日から起算して一月を超 たり四十分以上、退院（所）日又は認定日から起算して一月を超

え三月以内の期間に行われた場合は一週につき概ね二回以上、一 え三月以内の期間に行われた場合は一週につき概ね二回以上、一

回当たり二十分以上の個別リハビリテーションを行う必要がある 回当たり二十分以上の個別リハビリテーションを行う必要がある
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こと。 こと。

なお、指定通所リハビリテーションの利用を終了する日の属す なお、指定通所リハビリテーションの利用を終了する日の属す

る月にあっては、一月に八回以上通所していないためにリハビリ る月にあっては、一月に四回以上通所していないためにリハビリ

テーションマネジメント加算を算定できない場合であっても、本 テーションマネジメント加算を算定できない場合であっても、本

加算を算定することができることとする。 加算を算定することができることとする。

⑿ 個別リハビリテーション実施加算の取扱い ⑾ 個別リハビリテーション実施加算について

① 当該加算は、利用者に対して個別リハビリテーションを二十

分以上実施した場合に算定する。

指定通所リハビリテーションの利用を終了する日の属する月に ② 指定通所リハビリテーションの利用を終了する日の属する月

あっては、一月に八回以上通所していないためにリハビリテーシ にあっては、一月に四回以上通所していないためにリハビリテ

ョンマネジメント加算を算定できない場合であっても、本加算を ーションマネジメント加算を算定できない場合であっても、本

算定することができることとする。 加算を算定することができることとする。

また、以下の疾患を有する者であって、指定通所リハビリテー ③ 以下の疾患を有する者であって、指定通所リハビリテーショ

ション事業所の医師の診察内容及び運動機能検査の結果を基に、 ン事業所の医師の診察内容及び運動機能検査の結果を基に、リ

リハビリテーションの提供に関わる理学療法士、作業療法士若し ハビリテーションの提供に関わる理学療法士等、看護職員又は

くは言語聴覚士、看護職員又は介護職員等が協働して作成する通 介護職員等が協働して作成する通所リハビリテーション実施計

所リハビリテーション実施計画において、一月に八回以下の通所 画において、一月に四回以下の通所であっても効果的なリハビ

であっても効果的なリハビリテーションの提供が可能であると判 リテーションの提供が可能であると判断された場合についても

断された場合についても同様とする。 同様とする。

ａ 高次脳機能障害（失語症を含む。） ａ 高次脳機能障害（失語症を含む。）

ｂ 先天性又は進行性の神経・筋疾患（医科診療報酬点数表にお ｂ 先天性又は進行性の神経・筋疾患（医科診療報酬点数表に

ける難病患者リハビリテーション料に規定する疾患） おける難病患者リハビリテーション料に規定する疾患）

⒀ 認知症短期集中リハビリテーション実施加算の取扱い ⑿ 認知症短期集中リハビリテーション実施加算について

① 認知症短期集中リハビリテーションは、認知症利用者の生活 ① 認知症短期集中リハビリテーションは、認知症利用者の生活

機能の改善を目的として行うものであり、記憶の訓練、日常生 機能の改善を目的として行うものであり、記憶の訓練、日常生

活活動の訓練等を組み合わせたプログラムを週二日実施するこ 活活動の訓練等を組み合わせたプログラムを週二日実施するこ

とを標準とする。 とを標準とする。

② 当該リハビリテーション加算は、精神科医師若しくは神経内 ② 当該リハビリテーション加算は、精神科医師若しくは神経内

科医師又は認知症に対するリハビリテーションに関する専門的 科医師又は認知症に対するリハビリテーションに関する専門的

な研修を修了した医師により、認知症の利用者であって生活機 な研修を修了した医師により、認知症の利用者であって生活機

能の改善が見込まれると判断された者に対して、生活機能の改 能の改善が見込まれると判断された者に対して、生活機能の改

善を目的として、リハビリテーションマネジメントにおいて作 善を目的として、リハビリテーションマネジメントにおいて作

成したリハビリテーション実施計画に基づき、医師又は医師の 成したリハビリテーション実施計画に基づき、医師又は医師の

指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下こ 指示を受けた理学療法士等が記憶の訓練、日常生活活動の訓練

の項において「理学療法士等」という。）が記憶の訓練、日常 等を組み合わせたプログラムを実施した場合に算定できるもの

- 76 -

生活活動の訓練等を組み合わせたプログラムを実施した場合に である。なお、記憶の訓練、日常生活活動の訓練等を組み合わ

算定できるものである。なお、記憶の訓練、日常生活活動の訓 せたプログラムは認知症に対して効果の期待できるものである

練等を組み合わせたプログラムは認知症に対して効果の期待で こと。

きるものであること。

③ 当該リハビリテーションに関わる医師は精神科医師又は神経 ③ 当該リハビリテーションに関わる医師は精神科医師又は神経

内科医師を除き、認知症に対するリハビリテーションに関する 内科医師を除き、認知症に対するリハビリテーションに関する

研修を修了していること。なお、認知症に対するリハビリテー 研修を修了していること。なお、認知症に対するリハビリテー

ションに関する研修は、認知症の概念、認知症の診断及び記憶 ションに関する研修は、認知症の概念、認知症の診断及び記憶

の訓練、日常生活活動の訓練等の効果的なリハビリテーション の訓練、日常生活活動の訓練等の効果的なリハビリテーション

のプログラム等から構成されており、認知症に対するリハビリ のプログラム等から構成されており、認知症に対するリハビリ

テーションを実施するためにふさわしいと認められるものであ テーションを実施するためにふさわしいと認められるものであ

ること。 ること。

④ 当該リハビリテーションにあっては、一人の医師又は理学療 ④ 当該リハビリテーションにあっては、一人の医師又は医師の

法士等が一人の利用者に対して個別に行った場合にのみ算定す 指示を受けた理学療法士等が一人の利用者に対して個別に行っ

る。 た場合にのみ算定する。

⑤ 当該加算は、利用者に対して二十分以上当該リハビリテーシ ⑤ 当該加算は、利用者に対して二十分以上当該リハビリテーシ

ョンを実施した場合に算定するものであり、時間が二十分に満 ョンを実施した場合に算定するものであり、時間が二十分に満

たない場合は、算定を行わないものとする。 たない場合は、算定を行わないものとする。

⑥ 当該リハビリテーションの対象となる利用者はＭＭＳＥ（Min ⑥ 当該リハビリテーションの対象となる利用者はＭＭＳＥ（Min

i Mental State Examination）又はＨＤＳ－Ｒ（改訂長谷川式 i Mental State Examination）又はＨＤＳ－Ｒ（改訂長谷川式

簡易知能評価スケール）において概ね五点～二十五点に相当す 簡易知能評価スケール）において概ね五点～二十五点に相当す

る者とする。 る者とする。

⑦ 当該リハビリテーションに関する記録（実施時間、訓練内容、 ⑦ 当該リハビリテーションに関する記録（実施時間、訓練内容、

訓練評価、担当者等）は利用者毎に保管されること。 訓練評価、担当者等）は利用者毎に保管されること。

⑧ 注11の短期集中リハビリテーション実施加算を算定している ⑧ 注８の短期集中リハビリテーション実施加算を算定している

場合であっても、別途当該リハビリテーションを実施した場合 場合であっても、別途当該リハビリテーションを実施した場合

は当該リハビリテーション加算を算定することができる。 は当該リハビリテーション加算を算定することができる。

⑨ 当該リハビリテーション加算は、当該利用者が過去三月の間 ⑨ 当該リハビリテーション加算は、当該利用者が過去三月の間

に、当該リハビリテーション加算を算定していない場合に限り に、当該リハビリテーション加算を算定していない場合に限り

算定できることとする。なお、指定通所リハビリテーションの 算定できることとする。なお、指定通所リハビリテーションの

利用を終了する日の属する月にあっては、一月に八回以上通所 利用を終了する日の属する月にあっては、一月に四回以上通所

していないためにリハビリテーションマネジメント加算を算定 していないためにリハビリテーションマネジメント加算を算定

できない場合であっても、本加算を算定することができること できない場合であっても、本加算を算定することができること

とする。 とする。

⒁ 若年性認知症利用者受入加算の取扱い ⒀ 若年性認知症利用者受入加算について
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若年性認知症利用者受入加算の取扱いは、通所介護と同様であ 通所介護と同様であるので、７⑼を参照されたい。

るので、７⑼を参照されたい。

⒂ 栄養改善加算の取扱い ⒁ 栄養改善加算について

栄養改善加算の取扱いは、通所介護と同様であるので７⑽を参 通所介護と同様であるので、７⑽を参照されたい。

照されたい。

⒃ 口腔機能向上加算の取扱い ⒂ 口腔機能向上加算について

口腔機能向上加算の取扱いは、通所介護と同様であるので７⑾ 通所介護と同様であるので、７⑾を参照されたい。

を参照されたい。

⒃ 重度療養管理加算について

① 重度療養管理加算は、要介護四又は要介護五に該当する者で

あって別に厚生労働大臣の定める状態（○号告示）にある利用

者に対して、計画的な医学的管理を継続的に行い通所リハビリ

テーションを行った場合に当該加算を算定する。当該加算を算

定する場合にあっては、当該医学的管理の内容等を診療録に記

録しておくこと。

② 当該加算を算定できる利用者は、次のいずれかについて、当

該状態が一定の期間や頻度で継続している者であることとする。

なお、請求明細書の摘要欄に該当する状態（二十三号告示第○

号のイからリまで）を記載することとする。なお、複数の状態

に該当する場合は主たる状態のみを記載すること。

ア ○号告示第○号イの「常時頻回の喀痰吸引を実施している

状態」とは、当該月において一日当たり八回（夜間を含め約

三時間に一回程度）以上実施している日が二十日を超える場

合をいうものであること。

イ ○号告示第○号ロの「呼吸障害等により人工呼吸器を使用

している状態」については、当該月において一週間以上人工

呼吸又は間歇的陽圧呼吸を行っていること。

ウ ○号告示第○号ハの「中心静脈注射を実施している状態」

については、中心静脈注射により薬剤の投与をされている利

用者又は中心静脈栄養以外に栄養維持が困難な利用者である

こと。

エ ○号告示第○号ニの「人工腎臓を実施しており、かつ、重

篤な合併症を有する状態」については、人工腎臓を各週二日

以上実施しているものであり、かつ、次に掲げるいずれかの

合併症をもつものであること。
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Ａ 透析中に頻回の検査、処置を必要とするインスリン注射

を行っている糖尿病

Ｂ 常時低血圧（収縮期血圧が九十mmHg以下）

Ｃ 透析アミロイド症で手根管症候群や運動機能障害を呈す

るもの

Ｄ 出血性消化器病変を有するもの

Ｅ 骨折を伴う二次性副甲状腺機能亢進症のもの

Ｆ うっ血性心不全（NYHAⅢ度以上）のもの

オ ○号告示第○号ホの「重篤な心機能障害、呼吸障害等によ

り常時モニター測定を実施している状態」については、持続

性心室性頻拍や心室細動等の重症不整脈発作を繰り返す状態、

収縮期血圧九十mmHg以下が持続する状態、又は、酸素吸入を

行っても動脈血酸素飽和度九十%以下の状態で常時、心電図、

血圧、動脈血酸素飽和度のいずれかを含むモニタリングを行

っていること。

カ ○号告示第○号ヘの「膀胱または直腸の機能障害の程度が

身体障害者福祉法施行規則（昭和二十五年厚生省令第十五号）

別表第五号に掲げる身体障害者障害程度等級表の四級以上に

該当し、かつ、ストーマの処置を実施している状態」につい

ては、当該利用者に対して、皮膚の炎症等に対するケアを行

った場合に算定できるものであること。

キ ○号告示第○号トの「経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行わ

れている状態」については、経口摂取が困難で経腸栄養以外

に栄養維持が困難な利用者に対して、経腸栄養を行った場合

に算定できるものであること。

ク ○号告示第○号チの「褥瘡に対する治療を実施している状

態」については、以下の分類で第三度以上に該当し、かつ、

当該褥瘡に対して必要な処置を行った場合に限る。

第一度：皮膚の発赤が持続している部分があり、圧迫を取り

除いても消失しない（皮膚の損傷はない）

第二度：皮膚層の部分的喪失（びらん、水疱、浅いくぼみと

して表れるもの）

第三度：皮膚層がなくなり潰瘍が皮下組織にまで及ぶ。深い

くぼみとして表れ、隣接組織まで及んでいることもあれば、

及んでいないこともある
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第四度：皮膚層と皮下組織が失われ、筋肉や骨が露出してい

る

ケ ○号告示第○号リの「気管切開が行われている状態」につ

いては、気管切開が行われている利用者について、気管切開

の医学的管理を行った場合に算定できるものであること。

⒄ 事業所と同一の建物に居住する利用者又は同一建物から通う利

用者に通所介護を行う場合の取扱い

通所介護と同様であるので、７⑿を参照されたい。

⒅ 定員超過利用に該当する場合の所定単位数の算定について

通所介護と同様であるので７⒀を参照されたい。

⒄ 人員基準を満たさない状況で提供された通所リハビリテーショ ⒆ 人員基準欠如に該当する場合の所定単位数の算定について

ン ① 当該事業所の医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、

指定居宅サービス基準第百十一条に定める員数の医師、理学療 看護職員及び介護職員の配置数が人員基準上満たすべき員数を

法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員及び介護職員が配置さ 下回っている、いわゆる人員基準欠如に対し、介護給付費の減

れていない状況で行われた通所リハビリテーションについては、 額を行うこととし、厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準

所定単位数に百分の七十を乗じて得た単位数を算定するものとす 及び看護職員等の員数の基準並びに通所介護費等の算定方法（平

る（通所介護費等の算定方法第二号ロ）。ただし、都道府県は、 成十二年厚生省告示第二十七号。以下「通所介護費等の算定方

従業者に欠員が生じている状態が継続する場合には、事業所に対 法」という。）において、人員基準欠如の基準及び単位数の算

し定員の見直し又は事業の休止を指導するものとする。指導に従 定方法を明らかにしているところであるが、これは、適正なサ

わずに事業を継続する事業所に対しては、特別な事情がある場合 ービスの提供を確保するための規定であり、人員基準欠如の未

を除き、指定の取消しを検討するものとする。 然防止を図るよう努めるものとする。

② 医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員及び

介護職員の配置数については、

イ 人員基準上必要とされる員数から一割を超えて減少した場

合にはその翌月から人員基準欠如が解消されるに至った月ま

で、単位ごとに利用者の全員について所定単位数が通所介護

費等の算定方法に規定する算定方法に従って減算する。

ロ 一割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員基

準欠如が解消されるに至った月まで、単位ごとに利用者等の

全員について所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定す

る算定方法に従って減算される（ただし、翌月の末日におい

て人員基準を満たすに至っている場合を除く。）。

③ 都道府県知事は、著しい人員基準欠如が継続する場合には、

職員の増員、利用定員等の見直し、事業の休止等を指導するこ

と。当該指導に従わない場合には、特別な事情がある場合をの
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ぞき、指定の取消しを検討するものとする。

⒅ サービス提供体制強化加算の取扱い ⒇ サービス提供体制強化加算について

① ３⑹④から⑥まで並びに４⒅②及び③を参照のこと。 ① ３⑹④から⑥まで並びに４⒅②及び③を参照のこと。

② 指定通所リハビリテーションを利用者に直接提供する職員と ② 指定通所リハビリテーションを利用者に直接提供する職員と

は、理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士、看護職員又 は、理学療法士等、看護職員又は介護職員として勤務を行う職

は介護職員として勤務を行う職員を指すものとする。なお、一 員を指すものとする。なお、一時間以上二時間未満の通所リハ

時間以上二時間未満の通所リハビリテーションを算定する場合 ビリテーションを算定する場合であって、柔道整復師又はあん

であって、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師がリハビリ 摩マッサージ指圧師がリハビリテーションを提供する場合にあ

テーションを提供する場合にあっては、これらの職員も含むも っては、これらの職員も含むものとすること。

のとすること。 (21) 介護職員処遇改善加算について

訪問介護と同様であるので、２の(21)を参照されたい。

９ 福祉用具貸与費 ９ 福祉用具貸与費

⑴ 事業所が離島等に所在する場合における交通費の加算の取扱い ⑴ 事業所が離島等に所在する場合における交通費の加算の取扱い

は、以下のとおりである。 は、以下のとおりである。

① 交通費の算出方法について ① 交通費の算出方法について

注１から注３までに規定する「通常の事業の実施地域におい 注１から注３までに規定する「通常の事業の実施地域におい

て指定福祉用具貸与を行う場合に要する交通費」の額は、最も て指定福祉用具貸与を行う場合に要する交通費」の額は、最も

経済的な通常の経路及び方法（航空賃等に階級がある場合は、 経済的な通常の経路及び方法（航空賃等に階級がある場合は、

最も安価な階級）による交通費とすることを基本として、実費 最も安価な階級）による交通費とすることを基本として、実費

（空路で運搬又は移動する場合には航空賃、水路で運搬又は移 （空路で運搬又は移動する場合には航空賃、水路で運搬又は移

動する場合には船賃、陸路で運搬又は移動する場合には燃料代 動する場合には船賃、陸路で運搬又は移動する場合には燃料代

及び有料道路代（運送業者を利用して運搬した場合はその利用 及び有料道路代（運送業者を利用して運搬した場合はその利用

料））を基礎とし、複数の福祉用具を同一利用者に貸与して同 料））を基礎とし、複数の福祉用具を同一利用者に貸与して同

時に運搬若しくは移動を行う場合又は一度に複数の利用者に係 時に運搬若しくは移動を行う場合又は一度に複数の利用者に係

る福祉用具貸与のための運搬又は移動を行う場合における交通 る福祉用具貸与のための運搬又は移動を行う場合における交通

費の実費を勘案して、合理的に算出するものとする。 費の実費を勘案して、合理的に算出するものとする。

② 交通費の価格体系の設定等について ② 交通費の価格体系の設定等について

指定福祉用具貸与事業者は、交通費の額及び算出方法につい 指定福祉用具貸与事業者は、交通費の額及び算出方法につい

て、あらかじめ利用者の居住する地域に応じた価格体系を設定 て、あらかじめ利用者の居住する地域に応じた価格体系を設定

し、運営規程に記載しておくものとする。なお、指定福祉用具 し、運営規程に記載しておくものとする。なお、指定福祉用具

貸与事業者は、運営規程に記載した交通費の額及びその算出方 貸与事業者は、運営規程に記載した交通費の額及びその算出方

法を指定福祉用具貸与の提供に当たって利用者に説明するとと 法を指定福祉用具貸与の提供に当たって利用者に説明するとと

もに、当該利用者に係る運搬又は移動に要した経路の費用を証 もに、当該利用者に係る運搬又は移動に要した経路の費用を証

明できる書類（領収書等）を保管し、利用者に対する指定福祉 明できる書類（領収書等）を保管し、利用者に対する指定福祉

用具貸与の提供に関する記録として保存するものとする。 用具貸与の提供に関する記録として保存するものとする。
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○ 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成１８年３月１７日老計発0317001老振
発0317001老老発0317001老健局計画・振興・老人保健課長連盟通知）

（変更点は下線部）

現 行 改 正 案

指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に

伴う実施上の留意事項について 伴う実施上の留意事項について

第一 届出手続の運用 第一 届出手続の運用

１ 届出の受理 １ 届出の受理

⑴ 届出書類の受取り ⑴ 届出書類の受取り

指定事業者側から統一的な届出様式及び添付書類により、サー 指定事業者側から統一的な届出様式及び添付書類により、サー

ビス種類ごとの一件書類の提出を受けること(ただし、同一の敷地 ビス種類ごとの一件書類の提出を受けること（ただし、同一の敷

内において複数種類のサービス事業を行うときは一括提出も可と 地内において複数種類のサービス事業を行うときは一括提出も可

する。)。 とする。）。

⑵ 要件審査 ⑵ 要件審査

届出書類を基に、要件の審査を行い、補正が必要な場合は適宜 届出書類を基に、要件の審査を行い、補正が必要な場合は適宜

補正を求めること。この要件審査に要する期間は原則として二週 補正を求めること。この要件審査に要する期間は原則として二週

間以内を標準とし、遅くても概ね一月以内とすること(相手方の補 間以内を標準とし、遅くても概ね一月以内とすること（相手方の

正に要する時間は除く。)。 補正に要する時間は除く。）。

⑶ 届出の受理 ⑶ 届出の受理

要件を満たしている場合は受理し、要件を充足せず補正にも応 要件を満たしている場合は受理し、要件を充足せず補正にも応

じない場合は、不受理として一件書類を返戻すること。 じない場合は、不受理として一件書類を返戻すること。

⑷ 国保連合会等への通知 ⑷ 国保連合会等への通知

届出を受理した場合は、その旨を届出者及び国民健康保険団体 届出を受理した場合は、その旨を届出者及び国民健康保険団体

連合会(以下「国保連合会」という。)に通知すること。 連合会（以下「国保連合会」という。）に通知すること。

⑸ 届出に係る加算等の算定の開始時期 ⑸ 届出に係る加算等の算定の開始時期

届出に係る加算等(算定される単位数が増えるものに限る。以下 届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。以

同じ。)については、適正な支給限度額管理のため、利用者や介護 下同じ。）については、適正な支給限度額管理のため、利用者や

予防支援事業者に対する周知期間を確保する観点から、届出が毎 介護予防支援事業者に対する周知期間を確保する観点から、届出

月十五日以前になされた場合には翌月から、十六日以降になされ が毎月十五日以前になされた場合には翌月から、十六日以降にな

た場合には翌々月から、算定を開始するものとすること。 された場合には翌々月から、算定を開始するものとすること。

また、介護予防短期入所サービス及び介護予防特定施設入居者 また、介護予防短期入所サービス及び介護予防特定施設入居者

生活介護については、届出に係る加算等については、届出が受理 生活介護については、届出に係る加算等については、届出が受理
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された日が属する月の翌月(届出が受理された日が月の初日である された日が属する月の翌月（届出が受理された日が月の初日であ

場合は当該月)から算定を開始するものとすること。 る場合は当該月）から算定を開始するものとすること。

ただし、平成二十一年四月から算定を開始する加算等の届出に ただし、平成二十四年四月から算定を開始する加算等の届出に

ついては、前記にかかわらず、介護予防訪問通所サービス、介護 ついては、前記にかかわらず、介護予防訪問通所サービス、介護

予防居宅療養管理指導に係るもの、介護予防福祉用具貸与及び介 予防居宅療養管理指導に係るもの、介護予防福祉用具貸与及び介

護予防支援に係るものについては、同年三月二十五日以前に、介 護予防支援に係るものについては、同年三月二十五日以前に、介

護予防短期入所サービス及び介護予防特定施設入居者生活介護に 護予防短期入所サービス及び介護予防特定施設入居者生活介護に

係るものについては、同年四月一日までになされれば足りるもの 係るものについては、同年四月一日までになされれば足りるもの

とする。介護予防訪問介護、介護予防通所介護、介護予防通所リ とする。介護予防訪問介護、介護予防通所介護、介護予防通所リ

ハビリテーションについては、月額定額報酬とされたことから、 ハビリテーションについては、月額定額報酬であることから、月

月途中からのサービス開始、月途中でのサービス終了の場合であ 途中からのサービス開始、月途中でのサービス終了の場合であっ

っても、原則として、それぞれ計画上に位置づけられた単位数を ても、原則として、それぞれ計画上に位置づけられた単位数を算

算定することとし、日割り計算は行わない。 定することとし、日割り計算は行わない。

ただし、月途中に①要介護から要支援に変更となった場合、② ただし、月途中に①要介護から要支援に変更となった場合、②

要支援から要介護に変更となった場合、③同一保険者管内での転 要支援から要介護に変更となった場合、③同一保険者管内での転

居等により事業所を変更した場合については、日割り計算による。 居等により事業所を変更した場合については、日割り計算による。

また、月途中で要支援度が変更となった場合についても、日割り また、月途中で要支援度が変更となった場合についても、日割り

計算により、それぞれの単価を算定するものとする。なお、要支 計算により、それぞれの単価を算定するものとする。なお、要支

援二であった者が、介護予防訪問介護費(Ⅲ)を算定していた場合 援二であった者が、介護予防訪問介護費(Ⅲ)を算定していた場合

であって、月途中に、要支援一に変更となった場合については、 であって、月途中に、要支援一に変更となった場合については、

認定日以降は介護予防訪問介護費(Ⅱ)を算定することとする。 認定日以降は介護予防訪問介護費(Ⅱ)を算定することとする。

２ 届出事項の公開 ２ 届出事項の公開

届出事項については都道府県において閲覧に供するほか、事業者 届出事項については都道府県において閲覧に供するほか、事業者

においても利用料に係る情報として事業所内で掲示することになる においても利用料に係る情報として事業所内で掲示することになる

こと。 こと。

３ 届出事項に係る事後調査の実施 ３ 届出事項に係る事後調査の実施

届出事項については、その内容が適正であるかどうか、適宜事後 届出事項については、その内容が適正であるかどうか、適宜事後

的な調査を行うこと。 的な調査を行うこと。

４ 事後調査等で届出時点で要件に合致していないことが判明した場 ４ 事後調査等で届出時点で要件に合致していないことが判明した場

合の届出の取扱い 合の届出の取扱い

① 事後調査等により、届出時点において要件に合致していないこ ① 事後調査等により、届出時点において要件に合致していないこ

とが判明し、所要の指導の上なお改善がみられない場合は、当該 とが判明し、所要の指導の上なお改善がみられない場合は、当該

届出の受理の取消しを行うこと。この場合、取消しによって当該 届出の受理の取消しを行うこと。この場合、取消しによって当該

届出はなかったことになるため、加算については、当該加算全体 届出はなかったことになるため、加算については、当該加算全体

が無効となるものであること。当該届出に関してそれまで受領し が無効となるものであること。当該届出に関してそれまで受領し
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ていた介護給付費は不当利得になるので返還措置を講ずることは ていた介護給付費は不当利得になるので返還措置を講ずることは

当然であるが、不正・不当な届出をした指定事業者に対しては、 当然であるが、不正・不当な届出をした指定事業者に対しては、

厳正な指導を行い、不正・不当な届出が繰り返し行われるなど悪 厳正な指導を行い、不正・不当な届出が繰り返し行われるなど悪

質な場合には、指定の取消しをもって対処すること。 質な場合には、指定の取消しをもって対処すること。

② また、改善がみられた場合においても、要件に合致するに至る ② また、改善がみられた場合においても、要件に合致するに至る

までは当該加算等は算定しないことはもちろん、要件に合致して までは当該加算等は算定しないことはもちろん、要件に合致して

いないことが判明した時点までに当該加算等が算定されていた場 いないことが判明した時点までに当該加算等が算定されていた場

合は、不当利得になるので返還措置を講ずること。 合は、不当利得になるので返還措置を講ずること。

５ 加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い ５ 加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い

事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場 事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場

合又は加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかに 合又は加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかに

その旨を届出させることとする。なお、この場合は、加算等が算定 その旨を届出させることとする。なお、この場合は、加算等が算定

されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わないもの されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わないもの

とする。また、この場合において、届出を行わず、当該算定につい とする。また、この場合において、届出を行わず、当該算定につい

て請求を行った場合は、不正請求となり、支払われた介護給付費は て請求を行った場合は、不正請求となり、支払われた介護給付費は

不当利得となるので返還措置を講ずることになることは当然である 不当利得となるので返還措置を講ずることになることは当然である

が、悪質な場合には指定の取消しをもって対処すること。 が、悪質な場合には指定の取消しをもって対処すること。

６ 利用者に対する利用者負担金の過払い分の返還 ６ 利用者に対する利用者負担金の過払い分の返還

４又は５により不当利得分を市町村へ返還することとなった事業 ４又は５により不当利得分を市町村へ返還することとなった事業

所においては、市町村への返還と同時に、返還の対象となった介護 所においては、市町村への返還と同時に、返還の対象となった介護

給付費に係る利用者が支払った利用者負担金の過払い分を、それぞ 給付費に係る利用者が支払った利用者負担金の過払い分を、それぞ

れの利用者に返還金に係る計算書を付して返還すること。その場合、 れの利用者に返還金に係る計算書を付して返還すること。その場合、

返還に当たっては利用者等から受領書を受け取り、施設において保 返還に当たっては利用者等から受領書を受け取り、施設において保

存しておくこと。 存しておくこと。

第二 指定介護予防サービス単位数表に関する事項 第二 指定介護予防サービス単位数表に関する事項

１ 通則 １ 通則

⑴ 算定上における端数処理について ⑴ 算定上における端数処理について

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算(何 単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何

らかの割合を乗ずる計算に限る。)を行う度に、小数点以下の端数 らかの割合を乗ずる計算に限る。）を行う度に、小数点以下の端

処理（四捨五入）を行っていくこととする。つまり、絶えず整数 数処理（四捨五入）を行っていくこととする。つまり、絶えず整

値に割合を乗じていく計算になる。 数値に割合を乗じていく計算になる。

なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合 なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合

成コードとして作成しており、その合成単位数は、既に端数処理 成コードとして作成しており、その合成単位数は、既に端数処理

をした単位数（整数値）である。 をした単位数（整数値）である。

⑵ サービス種類相互の算定関係について ⑵ サービス種類相互の算定関係について
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介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症対応型共 介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症対応型共

同生活介護費を受けている者については、その他の指定介護予防 同生活介護費を受けている間については、その他の指定介護予防

サービス又は地域密着型介護予防サービスに係る介護給付（介護 サービス費又は地域密着型介護予防サービス費（介護予防居宅療

予防居宅療養管理指導費を除く。）は算定しないものであること。 養管理指導費を除く。）は算定しないものであること。ただし、

ただし、指定介護予防特定施設入居者生活介護の提供に必要があ 指定介護予防特定施設入居者生活介護の提供に必要がある場合に、

る場合に、当該事業者の費用負担により、その利用者に対してそ 当該事業者の費用負担により、その利用者に対してその他の介護

の他の介護予防サービス又は地域密着型介護予防サービスを利用 予防サービス又は地域密着型介護予防サービスを利用させること

させることは差し支えないものであること。また、介護予防短期 は差し支えないものであること。また、介護予防短期入所生活介

入所生活介護又は介護予防短期入所療養介護を受けている者につ 護又は介護予防短期入所療養介護を受けている間については、介

いては、介護予防訪問介護費、介護予防訪問入浴介護費、介護予 護予防訪問介護費、介護予防訪問入浴介護費、介護予防訪問看護

防訪問看護費、介護予防訪問リハビリテーション費、介護予防通 費、介護予防訪問リハビリテーション費、介護予防通所介護費及

所介護費及び介護予防通所リハビリテーション費並びに介護予防 び介護予防通所リハビリテーション費並びに介護予防認知症対応

認知症対応型通所介護費及び介護予防小規模多機能型居宅介護費 型通所介護費及び介護予防小規模多機能型居宅介護費は算定しな

は算定しないものであること。 いものであること。

なお、介護予防福祉用具貸与費については、介護予防短期入所 なお、介護予防福祉用具貸与費については、介護予防短期入所

生活介護又は介護予防短期入所療養介護を受けている者について 生活介護又は介護予防短期入所療養介護を受けている者について

も算定が可能であること。 も算定が可能であること。

⑶ 退所日等における介護予防サービスの算定について ⑶ 退所日等における介護予防サービス費の算定について

介護予防短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日） 介護予防短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）

については、介護予防訪問看護費、介護予防訪問リハビリテーシ については、介護予防訪問看護費、介護予防訪問リハビリテーシ

ョン費、介護予防居宅療養管理指導費及び介護予防通所リハビリ ョン費、介護予防居宅療養管理指導費及び介護予防通所リハビリ

テーション費は算定できない。介護予防訪問介護等の福祉系サー テーション費は算定できない。介護予防訪問介護等の福祉系サー

ビスは別に算定できるが、介護予防短期入所サービスでも、機能 ビスは別に算定できるが、介護予防短期入所サービスにおいても

訓練やリハビリテーションを行えることから、退所（退院日）に 機能訓練やリハビリテーションを行えることから、退所（退院日）

介護予防通所サービスを機械的に組み込むといった介護予防サー に介護予防通所介護を機械的に組み込むといった介護予防サービ

ビス計画は適正でない。また、入所（入院）当日であっても当該 ス計画は適正でない。なお、入所（入院）当日であっても当該入

入所(入院)前に利用する介護予防訪問通所サービスは別に算定で 所（入院）前に利用する介護予防訪問通所サービスは別に算定で

きる。ただし、入所（入院）前に介護予防通所介護又は介護予防 きる。ただし、入所（入院）前に介護予防通所介護又は介護予防

通所リハビリテーションを機械的に組み込むといった介護予防サ 通所リハビリテーションを機械的に組み込むといった介護予防サ

ービス計画は適正ではない。 ービス計画は適正ではない。

⑷ 同一時間帯に複数種類の介護予防訪問サービスを利用した場合 ⑷ 同一時間帯に複数種類の介護予防訪問サービスを利用した場合

の取扱いについて の取扱いについて

利用者は同一時間帯にひとつの介護予防訪問サービスを利用す 利用者は同一時間帯にひとつの介護予防訪問サービスを利用す

ることを原則とする。ただし、介護予防訪問介護と介護予防訪問 ることを原則とする。ただし、介護予防訪問介護と介護予防訪問

看護、又は介護予防訪問介護と介護予防訪問リハビリテーション 看護、又は介護予防訪問介護と介護予防訪問リハビリテーション
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と。 と。

イ 理学療法士等が、暫定的に、利用者ごとのニーズを実現す イ 理学療法士等が、暫定的に、利用者ごとのニーズを実現す

るための概ね三月程度で達成可能な目標（以下「長期目標」 るための概ね三月程度で達成可能な目標（以下「長期目標」

という。）及び長期目標を達成するための概ね一月程度で達 という。）及び長期目標を達成するための概ね一月程度で達

成可能な目標（以下「短期目標」という。）を設定すること。 成可能な目標（以下「短期目標」という。）を設定すること。

長期目標及び短期目標については、介護予防支援事業者にお 長期目標及び短期目標については、介護予防支援事業者にお

いて作成された当該利用者に係る介護予防サービス計画と整 いて作成された当該利用者に係る介護予防サービス計画と整

合が図れたものとすること。 合が図れたものとすること。

ウ 利用者に係る長期目標及び短期目標を踏まえ、理学療法士 ウ 利用者に係る長期目標及び短期目標を踏まえ、理学療法士

等、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共 等、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共

同して、当該利用者ごとに、実施する運動の種類、実施期間、 同して、当該利用者ごとに、実施する運動の種類、実施期間、

実施頻度、一回当たりの実施時間、実施形態等を記載した運 実施頻度、一回当たりの実施時間、実施形態等を記載した運

動器機能向上計画を作成すること。その際、実施期間につい 動器機能向上計画を作成すること。その際、実施期間につい

ては、運動の種類によって異なるものの、概ね三月間程度と ては、運動の種類によって異なるものの、概ね三月間程度と

すること。また、作成した運動器機能向上計画については、 すること。また、作成した運動器機能向上計画については、

運動器機能向上サービスの提供による効果、リスク、緊急時 運動器機能向上サービスの提供による効果、リスク、緊急時

の対応等と併せて、当該運動器機能向上計画の対象となる利 の対応等と併せて、当該運動器機能向上計画の対象となる利

用者に分かりやすい形で説明し、その同意を得ること。なお、 用者に分かりやすい形で説明し、その同意を得ること。なお、

介護予防通所介護又は介護予防通所リハビリテーションにお 介護予防通所介護又は介護予防通所リハビリテーションにお

いては、運動器機能向上計画に相当する内容を介護予防通所 いては、運動器機能向上計画に相当する内容を介護予防通所

介護計画の中又は介護予防通所リハビリテーション計画の中 介護計画の中又は介護予防通所リハビリテーション計画の中

にそれぞれ記載する場合は、その記載をもって運動器機能向 にそれぞれ記載する場合は、その記載をもって運動器機能向

上計画の作成に代えることができるものとすること。 上計画の作成に代えることができるものとすること。

エ 運動器機能向上計画に基づき、利用者毎に運動器機能向上 エ 運動器機能向上計画に基づき、利用者毎に運動器機能向上

サービスを提供すること。その際、提供する運動器機能向上 サービスを提供すること。その際、提供する運動器機能向上

サービスについては、国内外の文献等において介護予防の観 サービスについては、国内外の文献等において介護予防の観

点からの有効性が確認されている等の適切なものとすること。 点からの有効性が確認されている等の適切なものとすること。

また、運動器機能向上計画に実施上の問題点（運動の種類の また、運動器機能向上計画に実施上の問題点（運動の種類の

変更の必要性、実施頻度の変更の必要性等）があれば直ちに 変更の必要性、実施頻度の変更の必要性等）があれば直ちに

当該計画を修正すること。 当該計画を修正すること。

オ 利用者の短期目標に応じて、概ね一月間毎に、利用者の当 オ 利用者の短期目標に応じて、概ね一月間毎に、利用者の当

該短期目標の達成度と客観的な運動器の機能の状況について 該短期目標の達成度と客観的な運動器の機能の状況について

モニタリングを行うとともに、必要に応じて、運動器機能向 モニタリングを行うとともに、必要に応じて、運動器機能向

上計画の修正を行うこと。 上計画の修正を行うこと。

カ 運動器機能向上計画に定める実施期間終了後に、利用者毎 カ 運動器機能向上計画に定める実施期間終了後に、利用者毎
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に、長期目標の達成度及び運動器の機能の状況について、事 に、長期目標の達成度及び運動器の機能の状況について、事

後アセスメントを実施し、その結果を当該利用者に係る介護 後アセスメントを実施し、その結果を当該利用者に係る介護

予防支援事業者に報告すること。介護予防支援事業者による 予防支援事業者に報告すること。介護予防支援事業者による

当該報告も踏まえた介護予防ケアマネジメントの結果、運動 当該報告も踏まえた介護予防ケアマネジメントの結果、運動

器機能向上サービスの継続が必要であるとの判断がなされる 器機能向上サービスの継続が必要であるとの判断がなされる

場合については、前記アからカまでの流れにより、継続的に 場合については、前記アからカまでの流れにより、継続的に

運動器機能向上サービスを提供する。 運動器機能向上サービスを提供する。

キ 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並び キ 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並び

に指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な に指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準第百七条又は第百二十三条において 支援の方法に関する基準第百七条又は第百二十三条において

準用する第十九条において規定するそれぞれのサービスの提 準用する第十九条において規定するそれぞれのサービスの提

供の記録において利用者ごとの運動器機能向上計画に従い、 供の記録において利用者ごとの運動器機能向上計画に従い、

介護予防通所介護においては理学療法士等、経験のある介護 介護予防通所介護においては理学療法士等、経験のある介護

職員その他の職種の者が、介護予防通所リハビリテーション 職員その他の職種の者が、介護予防通所リハビリテーション

においては医師又は医師の指示を受けた理学療法士等若しく においては医師又は医師の指示を受けた理学療法士等若しく

は看護職員が利用者の運動器の機能を定期的に記録する場合 は看護職員が利用者の運動器の機能を定期的に記録する場合

は、当該記録とは別に運動器機能向上加算の算定のために利 は、当該記録とは別に運動器機能向上加算の算定のために利

用者の運動器の機能を定期的に記録する必要はないものとす 用者の運動器の機能を定期的に記録する必要はないものとす

ること。 ること。

⑵ 栄養改善加算の取扱いについて ⑶ 栄養改善加算の取扱いについて

通所介護・通所リハビリテーションにおける栄養改善加算と基 通所介護・通所リハビリテーションにおける栄養改善加算と基

本的に同様である。 本的に同様である。

ただし、介護予防通所介護・介護予防通所リハビリテーション

において栄養改善サービスを提供する目的は、当該サービスを通

じて要支援者ができる限り要介護状態にならないで自立した日常

生活を営むことができるよう支援することが目的であることに留

意すること。

なお、要支援者に対する当該サービスの実施に当たっては、栄

養ケア計画に定める栄養改善サービスを概ね三月実施した時点で

栄養状態の改善状況について評価を行い、その結果を当該要支援

者に係る介護予防支援事業者等に報告するとともに、栄養状態に

係る課題が解決され当該サービスを継続する必要性が認められな

い場合は、当該サービスを終了するものとする。

⑶ 口腔機能向上加算の取扱いについて ⑷ 口腔機能向上加算の取扱いについて

通所介護・通所リハビリテーションにおける口腔機能向上加算 通所介護・通所リハビリテーションにおける口腔機能向上加算
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と基本的に同様である。 と基本的に同様である。

ただし、介護予防通所介護・介護予防通所リハビリテーション

において口腔機能向上サービスを提供する目的は、当該サービス

を通じて要支援者ができる限り要介護状態にならないで自立した

日常生活を営むことができるよう支援することが目的であること

に留意すること。

なお、要支援者に対する当該サービスの実施に当たっては、口

腔機能改善管理指導計画に定める口腔機能向上サービスを概ね三

月実施した時点で口腔機能の状態の評価を行い、その結果を当該

要支援者に係る介護予防支援事業者等に報告するとともに、口腔

機能向上に係る課題が解決され当該サービスを継続する必要性が

認められない場合は、当該サービスを終了するものとする。

⑸ 選択的サービス複数実施加算の取扱いについて

当該加算は、選択的サービスのうち複数のサービスを組み合わ

せて実施することにより、要支援者の心身機能の改善効果を高め、

介護予防に資するサービスを効果的に提供することを目的とする

ものである。なお、算定に当たっては以下に留意すること。

① 当該加算を算定するに当たっては、実施する選択的サービス

ごとに、⑵から⑷までに掲げる各選択的サービスごとの取扱い

に従い適切に実施していること。

② 複数の種類の選択的サービスを組み合わせて実施するに当た

って、各選択的サービスを担当する専門の職種が相互に連携を

図り、より効果的なサービスの提供方法等について検討するこ

と。

⑷ 事業所評価加算の取扱いについて ⑹ 事業所評価加算の取扱いについて

事業所評価加算の別に厚生労働大臣が定める基準は以下のとお 事業所評価加算の別に厚生労働大臣が定める基準は以下のとお

りとする。 りとする。

要支援度の維持者数＋改善者数×2 ① 別に定める基準ハの要件の算出式

評価対象期間内に運動器機能向上サービス、栄養改善 ≧0.7

サービス又は口腔機能向上サービスを3月以上利用し、 評価対象期間内に選択的サービスを利用した者の数

その後に更新・変更認定を受けた者の数 評価対象期間内に介護予防通所介護又は介護予防通所 ≧0.6

リハビリテーションをそれぞれ利用した者の数

② 別に定める基準ニの要件の算出式
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要支援度の維持者数＋改善者数×2

評価対象期間内に運動器機能向上サービス、栄養改善 ≧0.7

サービス又は口腔機能向上サービスを3月以上利用し、

その後に更新・変更認定を受けた者の数

⑺ 指定介護予防通所介護事業所又は指定介護予防通所リハビリテ

ーション事業所と同一建物に居住する者に対し指定介護予防通所

介護又は指定介護予防通所リハビリテーションを行った場合の減

算について

① 同一建物の定義

通所介護と同様であるので、老企三十六号７の⑿①を参照さ

れたい。

② 注６の減算の対象

老企三十六号７の⑿②を参照されたい。

③ なお、傷病により一時的に送迎が必要であると認められる利

用者その他やむを得ない事情により送迎が必要と認められる利

用者に対して一月を通じて当該サービスを提供する日ごとに送

迎を行った場合は、例外的に減算対象とならない。この場合の

具体的な例及び記録については、通所介護と同様であるので老

企三十六号７の⑿③を参照されたい。

⑻ 介護職員処遇改善加算の取扱い

２⑻を参照のこと。

⑸ その他の取扱い ⑼ その他の取扱い

前記以外の基本的な取扱いについては、通所介護・通所リハビ 前記以外の基本的な取扱いについては、通所介護・通所リハビ

リテーションの取扱方針に従うこととする。 リテーションの取扱方針に従うこととする。

８ 介護予防短期入所生活介護費 ８ 介護予防短期入所生活介護費

⑴ 指定介護予防短期入所生活介護費を算定するための基準につい ⑴ 介護予防短期入所生活介護費を算定するための基準について

て 介護予防短期入所生活介護費は、施設基準第六十四号に規定す

指定介護予防短期入所生活介護費は、施設基準第六十四号に規 る基準に従い、以下の通り、算定すること。

定する基準に従い、以下の通り、算定すること。

イ 施設基準第六十四号において準用する第八号イに規定する指 イ 施設基準第六十四号において準用する第八号イに規定する介

定介護予防短期入所生活介護費 護予防短期入所生活介護費

介護予防短期入所生活介護が、ユニットに属さない居室（定員が 介護予防短期入所生活介護が、ユニットに属さない居室（定員が

一人のものに限る。）(｢従来型個室」という。）の利用者に対し 一人のものに限る。）(｢従来型個室」という。）の利用者に対し
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参照 準用

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に
要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について
７⑸
災害時等の取扱い

災害その他のやむを得ない理由による定員超過利用については、当該定員超過利用が開始した月（災害等が生じた時期が月末であって、定員超過
利用が翌月まで継続することがやむを得ないと認められる場合は翌月も含む ）の翌月から所定単位数の減算を行うことはせず、やむを得ない理由。
がないにもかかわらずその翌月 まで定員を超過した状態が継続している場合に、災害等が生じた月の翌々月から所定単位数の減算を行うものとす
る。また、この場合にあっては、やむを得ない理由により受け入れた利用者については、その利用者を明確に区分した上で、平均利用延人員数に含
まないこととする。

２⒃
注 の取扱い13

注 の加算を算定する利用者については、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成十一年厚生省令 第三十七号。以13
下「指定居宅サービス基準」という ）第二十条第三項に規定する交通費の支払いを受けることはできないこととする。。

※ 指定居宅サービス基準第二十条第三項
指定訪問介護事業者は、前二項の支払を受ける額のほか、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において指定訪問介護を行

う場合は、それに要した交通費の額の支払を利用者から受けることができる。

７⑻
入浴介助加算について

通所介護入浴介助加算は、入浴中の利用者の観察を含む介助を行う場合について算定されるものである（○号告示第十一号）が、この場合の「観
察」とは、自立生活支援のための見守り的援助のことであり、利用者の自立支援や日常生活動作能力などの向上のために、極力利用者自身の力で入
浴し、必要に応じて介助、転倒予防のための声かけ、気分の確認などを行うことにより、結果として、身体に直接接触する介助を行わなかった場合
についても、加算の対象となるものであること。

また、通所介護計画上、入浴の提供が位置付けられている場合に、利用者側の事情により、入浴を実施しなかった場合については、加算を算定で
きない。

７⑼
若年性認知症利用者受入加算について

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定め、その者を中心に、当該利用者の特性やニーズに応じたサービス提供を行うこと。

７⑽
栄養改善加算について

① 栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスの提供は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環として行われることに留意すること。
② 管理栄養士を一名以上配置して行うものであること。
③ 栄養改善加算 算定できる利用者は、次のイからホのいずれかに該当する者であって、栄養改善サービスの提供が必要と認められる者とする
こと。

イ ＢＭＩが十八・五未満である者
ロ 一～六月間で三％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施について （平成十八年六月九日老発第〇六〇九〇〇一号」

厚生労働省老健局長通知）に規定する基本チェックリストの の項目が「１」に該当する者No.11
ハ 血清アルブミン値が三・五 以下である者g/dl
ニ 食事摂取量が不良（七十五％以下）である者
ホ その他低栄養状態にある又はそのおそれがあると認められる者

なお、次のような問題を有する者については、上記イからホのいずれかの項目に該当するかどうか、適宜確認されたい。
・ 口腔及び摂食・嚥下機能の問題（基本チェックリストの口腔機能に関連する⒀、⒁、⒂のいずれかの項目において「１」に該当する者
などを含む ）。

・ 生活機能の低下の問題
・ 褥瘡に関する問題
・ 食欲の低下の問題
・ 閉じこもりの問題（基本チェックリストの閉じこもりに関連する⒃、⒄のいずれかの項目において「１」に該当する者などを含む ）。
・ 認知症の問題（基本チェックリストの認知症に関連する⒅、⒆、⒇のいずれかの項目において「１」に該当する者などを含む ）。
・ うつの問題（基本チェックリストのうつに関連する（ ）から( )の項目において、二項目以上「１」に該当する者などを含む ）21 25 。

④ 栄養改善サービスの提供は、以下のイからホまでに掲げる手順を経てなされる。
イ 利用者ごとの低栄養状態のリスクを、利用開始時に把握すること。
ロ 利用開始時に、管理栄養士が中心となって、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮しつつ、栄養状態に関する解決すべき課題

の把握（以下「栄養アセスメント」という ）を行い、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、栄養。
食事相談に関する事項（食事に関する内容の説明等 、解決すべき栄養管理上の課題等に対し取り組むべき事項等を記載した栄養ケア計画）
を作成すること。作成した栄養ケア計画については、栄養改善サービスの対象となる利用者又はその家族に説明し、その同意を得ること。
なお、通所介護においては、栄養ケア計画に相当する内容を通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって栄養ケア計画の作成に
代えることができるものとすること。

ハ 栄養ケア計画に基づき、管理栄養士等が利用者ごとに栄養改善サービスを提供すること。その際、栄養ケア計画に実施上の問題点があれ
ば直ちに当該計画を修正すること。

ニ 利用者の栄養状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、概ね三月ごとに体重を測定する等により栄養状態の評価を行
い、その結果を当該利用者を担当する介護支援専門員や主治の医師に対して情報提供すること。

ホ 指定居宅サービス基準第百五条において準用する第十九条に規定するサービスの提供の記録において利用者ごとの栄養ケア計画に従い管
理栄養士が利用者の栄養状態を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に栄養改善加算の算定のために利用者の栄養状態を定期的に記録
する必要はないものとすること。

⑤ 概ね三月ごとの評価の結果、③のイからホまでのいずれかに該当する者であって、継続的に管理栄養士等がサービス提供を行うことにより、
栄養改善の効果が期待できると認められるものについては、継続的に栄養改善サービスを提供する。

７⑾
口腔機能向上加算について

① 口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスの提供には、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環として行われることに留意す
ること。

② 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を一名以上配置して行われることに留意すること。
③ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を一名以上配置して行うものであること。必要と認められる者とすること。

イ 認定調査票における嚥下、食事摂取、口腔清潔の三項目のいずれかの項目において「１」以外に該当する者
ロ 基本チェックリストの口腔機能に関連する⒀、⒁、⒂の三項目のうち、二項目以上が「１」に該当する者
ハ その他口腔機能の低下している者又はそのおそれのある者

④ 利用者の口腔の状態によっては、医療における対応を要する場合も想定されることから、必要に応じて、介護支援専門員を通して主治医又は主
治の歯科医師への情報提供、受診勧奨などの適切な措置を講じることとする。なお、歯科医療を受診している場合であって、次のイ又はロのいず
れかに該当する場合にあっては、加算は算定できない。
イ 医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療法を算定している場合
ロ 医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療法を算定していない場合であって、介護保険の口腔機能向上サービスとして「摂食
・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施」を行っていない場合。

⑤ 口腔機能向上サービスの提供は、以下のイからホまでに掲げる手順を経てなされる。
イ 利用者ごとの口腔機能を、利用開始時に把握すること。
ロ 利用開始時に、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が中心となって、利用者ごとの口腔衛生、摂食・嚥下機能に関する解決すべき課題の把
握を行い、言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して取り組むべき事項等を記載した口腔機能改
善管理指導計画を作成すること。作成した口腔機能改善管理指導計画については、口腔機能向上サービスの対象となる利用者又はその家族に説
明し、その同意を得ること。なお、通所介護においては、口腔機能改善管理指導計画に相当する内容を通所介護計画の中に記載する場合は、そ
の記載をもって口腔機能改善管理指導計画の作成に代えることができるものとすること。
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、 、 。 、ハ 口腔機能改善管理指導計画に基づき 言語聴覚士 歯科衛生士又は看護職員等が利用者ごとに口腔機能向上サービスを提供すること その際
口腔機能改善管理指導計画に実施上の問題点があれば直ちに当該計画を修正すること。

ニ 利用者の口腔機能の状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、概ね三月ごとに口腔機能の状態の評価を行い、その結果に
ついて、当該利用者を担当する介護支援専門員や主治の医師、主治の歯科医師に対して情報提供すること。

ホ 指定居宅サービス基準第百五条において準用する第十九条に規定するサービスの提供の記録において利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画
に従い言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が利用者の口腔機能を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に口腔機能向上加算の算定のため
に利用者の口腔機能を定期的に記録する必要はないものとすること。

⑥ 概ね三月ごとの評価の結果、次のイ又はロのいずれかに該当する者であって、継続的に言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員等がサービス提供
を行うことにより、口腔機能の向上又は維口腔機能向 持の効果が期待できると認められるものについては、継続的に口腔機能向上サービスを提
供する。
イ 口腔清潔・唾液分泌・咀嚼・嚥下・食事摂取等の口腔機能の低下が認められる状態の者
ロ 当該サービスを継続しないことにより、口腔機能が低下するおそれのある者

７⑿
事業所と同一建物に居住する利用者又は同一建物から通う利用者に通所介護を行う場合について

① 同一建物の定義
注 における「同一建物」とは、当該指定通所介護事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物を指すものであり、具体的には、当該建物の12

一階部分に指定通所介護事業所がある場合や、当該建物と渡り廊下等で繋がっている場合が該当し、同一敷地内にある別棟の建築物や道路を挟ん
で隣接する場合は該当しない。
また、ここでいう同一建物については、当該建築物の管理、運営法人が当該指定通所介護事業所の指定通所介護事業者と異なる場合であっても

該当するものであること。
② 注 の減算の対象となるのは、当該事業所と同一建物に居住する者及び同一建物から指定通所介護を利用する者に限られることに留意するこ12

と。したがって、例えば、自宅（同一建物に居住する者を除く ）から通所介護事業所へ通い、同一建物に宿泊する場合、この日は減算の対象と。
ならないが、同一建物に宿泊した者が通所介護事業所へ通い、自宅（同一建物に居住する者を除く）に帰る場合、この日は減算の対象となる。

③ なお、傷病により一時的に送迎が必要であると認められる利用者その他やむを得ない事情により送迎が必要と認められる利用者に対して送迎を
行った場合は、例外的に減算対象とならない。具体的には、傷病により一時的に歩行困難となった者又は歩行困難な要介護者であって、かつ建物
の構造上自力での通所が困難である者に対し、二人以上の従業者が、当該利用者の居住する場所と当該指定通所介護事業所の間の往復の移動を介
助した場合に限られること。ただし、この場合、二人以上の従業者による移動介助を必要とする理由や移動介助の方法及び期間について、介護支
援専門員とサービス担当者会議等で慎重に検討し、その内容及び結果について通所介護計画に記載すること。また、移動介助者及び移動介助時の
利用者の様子等について、記録しなければならない。

７⒀
定員超過利用に該当する場合の所定単位数の算定について

① 当該事業所の利用定員を上回る利用者を利用させている、いわゆる定員超過利用に対し、介護給付費の減額を行うこととし、厚生労働大臣が定
める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所介護費等の算定方法（平成十二年厚生省告示第二十七号。以下「通所介護費等の
算定方法」という ）において、定員超過利用の基準及び単位数の算定方法を明らかにしているところであるが、これは、適正なサービスの提供。
を確保するための規定であり、定員超過利用の未然防止を図るよう努めるものとする。

② この場合の利用者の数は、一月間(暦月)の利用者の数の平均を用いる。この場合、一月間の利用者の数の平均は、当該月におけるサービス提供
日ごとの同時にサービスの提供を受けた者の最大数の合計を、当該月のサービス提供日数で除して得た数とする。この平均利用者数の算定に当た
っては、小数点以下を切り上げるものとする。

③ 利用者の数が、通所介護費等の算定方法に規定する定員超過利用の基準に該当することとなった事業所については、その翌月から定員超過利用
が解消されるに至った月まで、利用者の全員について、所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算定方法に従って減算され、定員超過利
用が解消されるに至った月の翌月から通常の所定単位数が算定される。

④ 都道府県知事は、定員超過利用が行われている事業所に対しては、その解消を行うよう指導すること。当該指導に従わず、定員超過利用が二月
以上継続する場合には、特別な事情がある場合を除き、指定の取消しを検討するものとする。

、 、 （ 、⑤ 災害 虐待の受入れ等やむを得ない理由による定員超過利用については 当該定員超過利用が開始した月 災害等が生じた時期が月末であって
定員超過利用が翌月まで継続することがやむを得ないと認められる場合は翌月も含む ）の翌月から所定単位数の減算を行うことはせず、やむを。
得ない理由がないにもかかわらずその翌月まで定員を超過した状態が継続している場合に、災害等が生じた月の翌々月から所定単位数の減算を行
うものとする。

３⑺
サービス提供体制強化加算について

④ 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（三月を除く ）の平均を用いることとする。ただし、前年度の実績が六。
月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含む ）については、届出日の属する月の前三月について、常勤換算方法によ。
り算出した平均を用いることとする。したがって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者については、四月目以降届出が可能となるものであ
ること。
なお、介護福祉士又は実務者研修修了者若しくは介護職員基礎研修課程修了者については、各月の前月の末日時点で資格を取得している又は研

修の課程を修了している者とすること。
⑤ 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近三月間の職員の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければ

ならない。なお、その割合については、毎 月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに第一の５の届出を提出しなけれ
ばならない。

⑥ 同一の事業所において介護予防訪問入浴介護を一体的に行っている場合においては、本加算の計算も一体的に行うこととする。

４( )23
サービス提供体制強化加算について

、 。 、 、② 勤続年数とは 各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとする 具体的には 平成二十一年四月における勤続年数三年以上の者とは
平成二十一年三月三十一日時点で勤続年数が三年以上である者をいう。

③ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加え、同一法人の経営する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等にお
いてサービスを利用者に直接提供する職員として勤務した年数を含めることができるものとする。

２( )21
介護職員処遇改善加算について

介護職員処遇改善加算は、平成二十三年度まで実施されていた介護職員処遇改善交付金による賃金改善の効果を継続する観点から、当該交付金を円
滑に介護報酬に移行することを目的とし平成二十六年度までの間に限り創設したものである。その内容については、別途通知（ 介護職員処遇改善加「
算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について ）を参照すること。」

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

（準用）
第百二十三条 第八条から第十三条まで、第十五条から第十七条まで、第十九条、第二十一条、第二十三条、第二十四条、第三十条、第三十一条、第

三十三条から第三十六条まで、第六十七条、第百条及び第百二条から第百四条までの規定は、指定介護予防通所リハビリテーションの事
業について準用する。この場合において、これらの規定中「訪問介護員等」とあるのは「介護予防通所リハビリテーション従業者」と、
第八条及び第三十条中「第二十六条」とあるのは「第百二十条」と、第十三条中「心身の状況」とあるのは「心身の状況、病歴」と、第
百二条第三項中「介護予防通所介護従業者」とあるのは「介護予防通所リハビリテーション従業者」と読み替えるものとする。

（サービスの提供の記録）
第十九条 指定介護予防訪問介護事業者は、指定介護予防訪問介護を提供した際には、当該指定介護予防訪問介護の提供日及び内容、当該指定介

、護予防訪問介護について法第五十三条第四項 の規定により利用者に代わって支払を受ける介護予防サービス費の額その他必要な事項を
利用者の介護予防サービス計画を記載した書面又はこれに準ずる書面に記載しなければならない。

２ 指定介護予防訪問介護事業者は、指定介護予防訪問介護を提供した際には、提供した具体的なサービスの内容等を記録するとともに、
利用者からの申出があった場合には、文書の交付その他適切な方法により、その情報を利用者に対して提供しなければならない。
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指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準について

（指定通所リハビリテーションの基本取扱方針）
第百十三条 指定通所リハビリテーションは、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、その目標を設定し、計画的に行われなけ

ればならない。
２ 指定通所リハビリテーション事業者は、自らその提供する指定通所リハビリテーションの質の評価を行い、常にその改善を図らなけれ
ばならない。

（指定通所リハビリテーションの具体的取扱方針）
第百十四条 指定通所リハビリテーションの方針は、次に掲げるところによるものとする。

一 指定通所リハビリテーションの提供に当たっては、医師の指示及び次条第一項に規定する通所リハビリテーション計画に基づき、利
用者の心身の機能の維持回復を図り、日常生活の自立に資するよう、妥当適切に行う。

二 通所リハビリテーション従業者は、指定通所リハビリテーションの提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はそ
の家族に対し、リハビリテーションの観点から療養上必要とされる事項について、理解しやすいように指導又は説明を行う。

三 指定通所リハビリテーションの提供に当たっては、常に利用者の病状、心身の状況及びその置かれている環境の的確な把握に努め、
利用者に対し適切なサービスを提供する。特に、認知症である要介護者に対しては、必要に応じ、その特性に対応したサービス提供がで
きる体制を整える。
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【重点課題２－６(医療介護連携等の推進／医療・介護の円滑な連携の推進)－②】 

リハビリテーションの医療から介護への円滑な移行 

骨子【重点課題２－６－(2)】 

第１ 基本的な考え方 

 

１．医療保険のリハビリテーションから介護保険のリハビリテーションへ

の円滑な移行を促進するため、介護保険のリハビリテーションへ移行後

に医療保険の疾患別リハビリテーションを算定できる期間を、現在の１

月間から２月間に延長する。 

 

２．また、介護保険のリハビリテーションへ移行した後に医療保険の疾患

別リハビリテーションを算定している期間中は適宜、介護保険への移行

に向けた計画を策定することとし、医療保険の疾患別リハビリテーショ

ンの算定可能単位数を逓減制とする。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．介護保険のリハビリテーションに移行後に医療保険の疾患別リハビリ

テーションを算定できる期間を２月間に延長する。 

 

現 行 改定案 

【疾患別リハビリテーション】 

医療保険から介護保険への円滑な移

行が期待できることから、１月間に限

り、同一疾患等について介護保険にお

けるリハビリテーションを行った日

以外の日に医療保険における疾患別

リハビリテーション料を算定するこ

とが可能である。 

【疾患別リハビリテーション】 

医療保険から介護保険への円滑な移

行が期待できることから、２月間に限

り、同一疾患等について介護保険にお

けるリハビリテーションを行った日

以外の日に医療保険における疾患別

リハビリテーション料を算定するこ

とが可能である。 

 

２．また、当該移行期間の２月目については疾患別リハビリテーションを

算定できる単位数を７単位までとする。 
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現 行 改定案 

【疾患別リハビリテーション】 

［算定要件］ 

標準的算定日数を超えてリハビ

リテーションを行った場合は、１月

13単位に限り算定できるものとす

る。 

【疾患別リハビリテーション】 

［算定要件］ 

標準的算定日数を超えてリハビリ

テーションを行った場合は、１月13

単位に限り算定できるものとする。

ただし、介護保険への円滑な移行を

目的として、要介護被保険者等に２

月間に限り医療保険から疾患別リハ

ビリテーションを算定している患者

については、２月目について１月７

単位に限り算定できるものとする。 
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